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凡　　　例

証　　　取　　　法　　証券取引法（昭和２３年法律第２５号）

外　　　証　　　法　　外国証券業者に関する法律（昭和４６年法律

第５号）

金　　　先　　　法　　金融先物取引法（昭和６３年法律第７７号）

本　人　確　認　法　　金融機関等による顧客等の本人確認等に関

する法律（平成１４年法律第３２号）

設　　　置　　　法　　金融庁設置法（平成１０年法律第１３０号。平

成１１年法律第１０２号により「金融再生委員

会設置法」を改題）

証 取 法 施 行 令　　証券取引法施行令（昭和４０年政令第３２１号）

外 証 法 施 行 令　　外国証券業者に関する法律施行令（昭和４６

年政令第２６７号）

金 先 法 施 行 令　　金融先物取引法施行令（平成元年政令第５３

号）

行 為 規 制 府 令　　証券会社の行為規制等に関する府令（昭和

４０年大蔵省令第６０号。平成１０年総理府令・

大蔵省令第３３号により「証券会社の健全性

の準則等に関する省令」を改題）

外 証 法 府 令　　外国証券業者に関する府令（平成１０年総理

府令・大蔵省令第３７号）
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<<<<監視委員会の使命監視委員会の使命監視委員会の使命監視委員会の使命>>>>    
監視委員会の使命は、 

 

 

 

 

ことである。 

 

<<<<目標目標目標目標>>>>    
新体制においても、引き続き 

 

 

 

ことを最大の目標とする。 

 

<<<<基本方針基本方針基本方針基本方針>>>>    
この目標を達成するための監視委員会の基本方針は、以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

・取引の公正の確保を図り 

・市場に対する投資者の信頼を保持する 

基 本 的 考 え 方 

－新体制の発足にあたって－ 

個人投資家の保護に全力を尽くす 

・市場の公正性を損ねる証券犯罪の一市場の公正性を損ねる証券犯罪の一市場の公正性を損ねる証券犯罪の一市場の公正性を損ねる証券犯罪の一掃掃掃掃    

相場操縦やインサイダー取引など、投資者を欺き、証券市場の公正性を損ねる証券

犯罪の一掃を図る。例えば、いわゆる仕手筋等による大規模な相場操縦等の徹底摘

発を図る。 

 

・市場仲介者の法令違反行為の摘発市場仲介者の法令違反行為の摘発市場仲介者の法令違反行為の摘発市場仲介者の法令違反行為の摘発    
投資者の利益を犠牲にして自らの利益をあげるような証券会社やその役員・職員な

ど、市場仲介者の法令違反行為の徹底摘発を図る。 

 

・有価証券発行体の虚偽の開示等の摘発有価証券発行体の虚偽の開示等の摘発有価証券発行体の虚偽の開示等の摘発有価証券発行体の虚偽の開示等の摘発    
有価証券届出書等の開示書類の虚偽記載等、投資者を欺き、自らの資金調達を不正

に有利に行おうとする発行体の徹底摘発を図る。 
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<<<<重点事項重点事項重点事項重点事項>>>>    
 

この基本方針を着実に実施していく上で、監視委員会として当面重点をおく活動を示すと、以

下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・課徴金調査の的確な実課徴金調査の的確な実課徴金調査の的確な実課徴金調査の的確な実施施施施    
１７年４月以降インサイダー取引等の不公正取引及び有価証券届出書等の開示

書類の虚偽記載に対する課徴金制度が導入され、その調査権限が監視委員会に

付与される。監視委員会としては、課徴金調査のための体制整備に努め、当該調

査を的確に実施する。 

 

・検査一元化への的確な対応検査一元化への的確な対応検査一元化への的確な対応検査一元化への的確な対応    
１７年７月以降金融庁から監視委員会への検査権限委任の範囲が拡大される。監

視委員会としては、そのための体制整備に努め、新たに付与される検査権限を的確

に行使し、効率的で深度ある検査を実施する。 

 

・新商品等市場の新たな動きへの対応新商品等市場の新たな動きへの対応新商品等市場の新たな動きへの対応新商品等市場の新たな動きへの対応    
近年様々な仕組みのオプション取引等、個人投資家にとって容易には理解しにく

い商品が個人投資家にも大量に売られている。こうした新商品や新たな取引形態の

出現、さらにはＩＴ化の進展など市場における新たな動向の中で、不正な取引が発生

していないか、市場仲介者に不正な勧誘等がないか等、機動的に調査・検査を行う。 

また、外国為替証拠金取引の検査権限が監視委員会に付与された際には、的確

に対応する。 

 

・クロスボーダー取引への対応クロスボーダー取引への対応クロスボーダー取引への対応クロスボーダー取引への対応    
金融取引のグローバル化やＩＴ化が進展する中、我が国の市場において、海外の

投資ファンド等の非居住者が関与する形で法令違反の疑いのある取引が行われる例

があるが、監視委員会として、こうした取引の実態解明に積極的に取り組むとともに、

外国当局とこれまで以上に緊密に連携をとることにより、適切に対処していく。 

 

・人員の増強人員の増強人員の増強人員の増強    
基本方針を着実に実施するためには、引き続き、人員の増強が必要であり、関係

当局の理解を求めつつ、必要な人員の確保に努める。 

 

・監視委員会のプレゼンスの向上監視委員会のプレゼンスの向上監視委員会のプレゼンスの向上監視委員会のプレゼンスの向上    
監視委員会の存在自体が、不公正取引の効果的な抑止力となるよう、監視委員会

のプレゼンスの向上を図るとともに、投資者の監視委員会に対する信頼ひいては証券

市場に対する信頼が一層向上するように努める。そのため、摘発実績をあげるととも

に、監視委員会のホームページや講演会等を通じて、監視委員会の活動状況をより

多くの方々に理解していただくよう努める。 



１　監視委員会の組織・事務概要

１－１　組織及び事務概要

�　監視委員会設置の経緯

　平成３年夏の一連のいわゆる証券不祥事を契機に、証券行政の

あり方、特に証券会社及び証券市場に対する検査・監視体制のあ

り方について、種々の議論が行われた。

　こうした状況を踏まえ、同年７月、内閣総理大臣から臨時行政

改革推進審議会（以下「行革審」という。）に対して、証券市場の

監視・適正化のための是正策について諮問がされ、審議の結果、

同年９月に「証券・金融の不公正取引の基本的是正策に関する答

申」が取りまとめられた。この答申においては、「自由、公正で透

明、健全な証券市場の実現」を基本的目標として、証券行政に係

る提言等と併せ、新たな検査・監視機関として、大蔵省に行政部

門から独立した国家行政組織法第８条に基づく委員会を設置すべ

きであるとの提言が盛り込まれた。

　大蔵省においては、行革審答申を踏まえつつ、更に各方面の意

見も聴取するなど、広範な視点から証券取引等における検査・監

視体制のあり方について検討を重ねた末、平成４年２月、証券取

引等監視委員会の設置を柱とする「証券取引等の公正を確保する

ための証券取引法等の一部を改正する法律」案を取りまとめた。

　同法案は、第１２３回通常国会に提出され、衆・参両議院での審議

を経て同年５月２９日に成立し、同年６月５日に法律第７３号として

公布、同年７月２０日に施行され、同日、監視委員会が発足した。
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�　金融庁（金融監督庁・金融再生委員会）への移管

　民間金融機関等に対する検査・監督機能と金融制度等の企画・

立案機能とを分離し、透明かつ公正な金融行政への転換を図るた

め、平成１０年６月２２日、総理府の外局として金融監督庁が設置さ

れたが、同時に、監視委員会の果たす中立的・客観的な役割が引

き続き重要であるとの観点から、監視委員会は、従前の体制のま

ま金融監督庁に移管された。

　さらに、同年１２月１５日には、我が国の金融機能の安定及びその

再生を図り、金融システムに対する内外の信頼を回復し、金融機

能の早期健全化を図ることを主たる任務として、金融再生委員会

が発足したが、これに伴い、金融監督庁及び監視委員会は金融再

生委員会に移管された。

　その後、平成１２年７月１日には、大蔵省金融企画局が担ってき

た金融制度の企画・立案に関する事務が金融監督庁に移管されて、

新たに金融庁が発足し、監視委員会は、従前の体制のまま金融庁

に移管された。

　なお、平成１３年１月６日には、中央省庁改革に際して、金融再

生委員会が廃止され、監視委員会は、内閣府の外局として設置さ

れた金融庁に移管され、現在に至っている。
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１－２　証券取引等の監視体制の概念図
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（注）勧告については内閣総理大臣及び金融庁長官に対して、建議については内閣

総理大臣、金融庁長官又は財務大臣に対して行うことができる（設置法第２０

条、第２１条）。



１－３　内閣総理大臣、金融庁長官、監視委員会及び財務局長

　　　　等の関係の概念図

（注）犯則事件の調査については、監視委員会職員の固有の権限である。

・任意調査権限（証取法第２１０条、外証法第５３条、金先法第１０６条、本人確認

法第１８条）

・強制調査権限（証取法第２１１条、外証法第５３条、金先法第１０７条、本人確認

法第１８条） 
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１－４　機構図

１　監視委員会の機構図
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２　財務局の機構図（関東財務局）
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１－５　組織・事務に係る法令の概要

１　監視委員会の組織、権限等

　監視委員会の組織、権限等は、設置法の以下の条項により規定

されている。

〔設置法〕 

－122－

規　　定　　の　　概　　要条　項

金融庁の所掌事務

監視委員会の設置

監視委員会の所掌事務

委員長及び委員の職権の行使

監視委員会の組織

委員長

委員長及び委員の任命

委員長及び委員の任期

委員長及び委員の身分保障

委員長及び委員の罷免

委員長及び委員の服務等

委員長及び委員の給与

会議

事務局

勧告

建議

事務の処理状況の公表

第４条

第６条

第８条

第９条

第１０条

第１１条

第１２条

第１３条

第１４条

第１５条

第１６条

第１７条

第１８条

第１９条

第２０条

第２１条

第２２条



２　検査、報告・資料の徴取及び犯則事件の調査の権限、範囲

�　検査及び報告・資料の徴取の権限、範囲

①　検査及び報告・資料の徴取権限

　監視委員会は、証券取引等の公正の確保に係るものに限り、

証券会社等に対する検査の権限及び報告又は資料の提出を命

じる権限を内閣総理大臣及び金融庁長官から委任されてい

る。

　具体的な権限の規定は、以下のとおりである。

〔証取法〕
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検査及び報告・資料の徴取の対象
監視委員会への

権限委任規定

検査、報告・資料

の徴取の権限規定

証券会社、証券会社と取引をする者、

証券会社の子会社、証券会社を子会

社とする持株会社、証券会社の親銀

行等、証券会社の子銀行等

登録金融機関、登録金融機関と取引

をする者、　登録金融機関を子会社

とする持株会社

証券仲介業者、証券仲介業者と取引

する者

日本証券業協会、店頭売買有価証券

の発行者

証券取引所、証券取引所の子会社、

上場有価証券の発行者

外国証券取引所、外国証券取引所参

加者

（外国証券規制当局の求めにより、

報告聴取等を行う場合）

第１９４条の６第２

項第１号

第１９４条の６第２

項第２号

第１９４条の６第２

項第３号

第１９４条の６第２

項第４号

第１９４条の６第２

項第５号

第１９４条の６第２

項第６号

第１９４条の６第２

項第７号

第５９条第１項、第

３項

第６５条の２第１０項

第６６条の２０

第７９条の１４

第１５１条

第１５５条の９

第１８９条第１項



〔外証法〕

〔金先法〕

〔本人確認法〕

（注）報告又は資料の提出を命ずる権限は、金融庁長官が自ら行うことを妨げない。

②　検査及び報告・資料の徴取権限の範囲

イ　証取法及び外証法に基づく権限の範囲

�　証券会社

　証取法第１９４条の６第１項及び第２項第１号により内

－124－

検査及び報告・資料の徴取の対象
監視委員会への

権限委任規定　

検査、報告・資料

の徴取の権限規定

外国証券会社、外国証券会社の支店

と取引を行う者、特定法人等、特定

金融機関、許可外国証券業者、許可

外国証券業者と取引を行う者

第４２条第２項第３１条

検査及び報告・資料の徴取の対象
監視委員会への

権限委任規定　

検査、報告・資料

の徴取の権限規定

金融先物取引所、金融先物取引所の

子会社、金融先物取引所の会員等

外国金融先物取引所、外国金融先物

取引所参加者

金融先物取引業者、金融先物取引業

者と取引をする者

金融先物取引業協会

第９２条第２項第１号

第９２条第２項第２号

第９２条第２項第３号

第９２条第２項第４号

第５２条

第５５条の１０第１項

第７７条

第９０条

検査及び報告・資料の徴取の対象
監視委員会への

権限委任規定　

検査、報告・資料

の徴取の権限規定

証券会社、外国証券会社、金融先物

取引業者、登録金融機関

第１３条第４項第７条

第８条第１項



閣総理大臣及び金融庁長官から委任された証券会社等に

対する検査及び報告・資料の徴取権限の範囲は、証取法

施行令第３８条第１項において定められており、個別的に

掲げると以下のとおりである。

〔証取法〕
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規　定　の　概　要条　　項

認可の条件

取締役又は監査役等の親銀行等・子銀行等にお

ける兼職の禁止

取引所有価証券市場外での取引の禁止

取引態様（自己・委託）の事前明示義務

向い呑みの禁止

先物取引等の概要等を記載した書面の顧客への

事前交付義務

取引報告書の作成、顧客への交付義務

禁止行為（断定的判断を提供した勧誘、取引一

任勘定取引の契約の締結、過度の大量推奨販売

等）

損失保証・損失補てんの禁止等

顧客の知識、経験及び財産の状況に照らし適当

な勧誘（適合性の原則）等を行う義務

投資顧問業等証券会社の行うその他業務に係る

禁止行為

証券会社の親法人等又は子法人等との間の禁止

行為

引受人となった証券会社による対象有価証券の

買主に対する信用供与の制限

第２９条の２第１項

第３２条第１項・第

２項

第３７条

第３８条

第３９条

第４０条

第４１条

第４２条

第４２条の２

第４３条

第４４条

第４５条

第４６条



－126－

規　定　の　概　要条　　項

日本証券業協会の非協会員又は取引所の非会員

のルール遵守状況の監督義務

呑行為の禁止

証券取引所の定める受託契約準則の遵守義務

不正の手段・計画等の禁止、虚偽表示等による

財産取得の禁止等

相場変動の目的等による風説の流布、偽計、暴

行等の禁止

相場操縦的行為の禁止

証券会社等の自己計算取引及び過当な数量の売

買取引等の制限

空売り等政令に違反する行為の禁止

上場等株券の取引の公正確保

上場会社等の役員・主要株主の特定有価証券等

の売買報告書の提出義務等

上場会社等の役員・主要株主による特定有価証

券の一定額を超える売付けの禁止等

会社関係者等による内部者取引の禁止

公開買付者等関係者等による内部者取引の禁止

無免許市場での取引の禁止

虚偽の相場の公示、虚偽文書の頒布等の禁止

対価を受けた証券記事等の制限

募集又は売出しに際しての有利買付け等の表示

の禁止

不特定多数者向け勧誘等に際しての一定の額の

配当等の表示の禁止

第６１条第１項

第１２９条

第１３０条第１項

第１５７条

第１５８条

第１５９条

第１６１条第１項

第１６２条

第１６２条の２

第１６３条、第１６４条

第１６５条

第１６６条

第１６７条

第１６７条の２

第１６８条

第１６９条

第１７０条

第１７１条



�　外国証券会社国内支店及び特定金融機関

　外証法第４２条第１項及び第２項により内閣総理大臣及

び金融庁長官から委任された外国証券会社、その支店と

取引を行う者、特定金融機関及び許可外国証券業者等に

対する検査及び報告・資料の徴取権限の範囲は、外証法

施行令第２０条において定められており、基本的に証券会

社に対する検査及び報告・資料の徴取権限の範囲と同様

である。

�　登録金融機関

　証取法第１９４条の６第１項及び第２項第２号により内

閣総理大臣及び金融庁長官から委任された登録金融機関

に対する検査及び報告・資料の徴取権限の範囲は、証取

法施行令第３８条第２項において定められており、個別的

に掲げると以下のとおりである。

〔証取法〕
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規　定　の　概　要条　　項

認可の条件

取引所有価証券市場外での取引の禁止

取引態様（自己・委託）の事前明示義務

向い呑みの禁止

先物取引等の概要等を記載した書面の顧客への

事前交付義務

第６５条の２第４

項で準用する第

２９条の２第１項

第６５条の２第５

項で準用する

　　第３７条

　　第３８条

　　第３９条

　　第４０条

　　



－128－

規　定　の　概　要条　　項

取引報告書の作成、顧客への交付義務

禁止行為（断定的判断を提供した勧誘、取引一任

勘定取引の契約の締結、過度の大量推奨販売等）

顧客の知識、経験及び財産の状況に照らし適当

な勧誘（適合性の原則）等を行う義務

日本証券業協会の非協会員又は取引所の非会員

のルール遵守状況監督義務

損失保証・損失補てんの禁止等

呑行為の禁止

証券取引所の定める受託契約準則の遵守義務

不正の手段・計画等の禁止、虚偽表示等による

財産取得の禁止等

相場変動の目的等による風説の流布、偽計、暴

行等の禁止

相場操縦的行為の禁止

証券会社等の自己計算及び過当な数量の売買取

引等の制限

空売り等政令に違反する行為の禁止

上場等株券の取引の公正確保

上場会社等の役員・主要株主の特定有価証券等

の売買報告書の提出義務等

上場会社等の役員・主要株主による特定有価証

券の一定額を超える売付けの禁止等

　　第４１条

　　第４２条

　　第４３条

　　第６１条第１項

第６５条の２第６

項で準用する

　　第４２条の２

第１２９条

第１３０条第１項

第１５７条

第１５８条

第１５９条

第１６１条第１項

第１６２条

第１６２条の２

第１６３条、第１６４条

第１６５条



�　証券仲介業者

　証取法第１９４条の６第１項及び第２項第３号により内

閣総理大臣及び金融庁長官から委任された証券仲介業者

に対する検査及び報告・資料の徴取権限の範囲は、証取

法施行令第３８条第３項において定められており、個別的

に掲げると以下のとおりである。

〔証取法〕
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規　定　の　概　要条　　項

会社関係者等による内部者取引の禁止

公開買付者等関係者等による内部者取引の禁止

虚偽の相場の公示、虚偽文書の頒布等の禁止

対価を受けた証券記事等の制限

募集又は売出しに際しての有利買付け等の表示

の禁止

不特定多数者向け勧誘等に際しての一定の額の

配当等の表示の禁止

第１６６条

第１６７条

第１６８条

第１６９条

第１７０条

第１７１条

規　定　の　概　要条　　項

証券仲介業者の明示義務

証券仲介業者の禁止行為

証券仲介業者又はその役職員の禁止行為

損失保証・損失補てんの禁止等

顧客の知識、経験及び財産の状況に照らし適当

な勧誘（適合性の原則）等を行う義務

第６６条の１０

第６６条の１１

第６６条の１３

第６６条の１４にお

いて準用する

　　第４２条の２

　　第４３条



�　証券業協会及び証券取引所

　証取法第１９４条の６第１項及び第２項第４号、第５号に

より内閣総理大臣及び金融庁長官から委任された証券業

協会及び証券取引所に対する検査及び報告・資料の徴取

権限の範囲は、証券業協会については証取法施行令第３８

条第４項に、証券取引所については同条第５項に規定さ

れている。

　具体的には、①証取法の以下に掲げる取引の公正の確

保に係る規定の遵守状況及び定款・諸規則等のル－ルの

遵守状況の調査に係る業務、②これらの規定やル－ルに

違反した会員に対して自主規制機関が行う措置に係る業

務である。

〔証取法〕

－130－

規　定　の　概　要条　　項

認可の条件

取締役又は監査役等の親銀行等・子銀行等にお

ける兼職の禁止

取引所有価証券取引市場外での取引の禁止

取引態様（自己・委託）の事前明示義務

向い呑みの禁止

先物取引等の概要等を記載した書面の顧客への

事前交付義務

取引報告書の作成、顧客への交付義務

禁止行為（断定的判断を提供した勧誘、取引一任

勘定取引の契約の締結、過度の大量推奨販売等）

第２９条の２第１項

第３２条第１項・

第２項

第３７条

第３８条

第３９条

第４０条

第４１条

第４２条



－131－

規　定　の　概　要条　　項

損失保証・損失補てん等の禁止

顧客の知識、経験及び財産の状況に照らし適当

な勧誘（適合性の原則）等を行う義務

投資顧問業等証券会社の行うその他業務に係る

禁止行為

証券会社の親法人等又は子法人等との間の禁止

行為

引受人となった証券会社による対象有価証券の

買主に対する信用供与の制限

証券仲介業者の明示義務

証券仲介業者の禁止行為

証券仲介業者又はその役職員の禁止行為

呑行為の禁止

証券取引所の定める受託契約準則の遵守義務

不正の手段・計画等の禁止、虚偽表示等による

財産取得の禁止等

相場変動の目的等による風説の流布、偽計、暴

行等の禁止

相場操縦的行為の禁止

証券会社等の自己計算取引及び過当な数量の売

買取引等の制限

空売り等政令に違反する行為の禁止

上場等株券の取引の公正確保

上場会社等の役員・主要株主の特定有価証券等

の売買報告書の提出義務等

第４２条の２

第４３条

第４４条

第４５条

第４６条

第６６条の１０

第６６条の１１

第６６条の１３

第１２９条

第１３０条第１項

第１５７条

第１５８条

第１５９条

第１６１条第１項

第１６２条

第１６２条の２

第１６３条、第１６４条



�　外国証券取引所

　証取法第１９４条の６第１項及び第２項第６号により内

閣総理大臣及び金融庁長官から委任された外国証券取引

所に対する検査及び報告・資料の徴取権限の範囲は、証

取法施行令第３８条第６項に規定されている。

　具体的には、①証取法の以下に掲げる取引の公正の確

保に係る規定の遵守状況及び定款・諸規則等のル－ルの

遵守状況の調査に係る業務、②これらの規定やル－ルに

違反した会員に対して自主規制機関が行う措置に係る業

務である。

－132－

規　定　の　概　要条　　項

上場会社等の役員・主要株主による特定有価証

券の一定額を超える売付けの禁止等

会社関係者等による内部者取引の禁止

公開買付者等関係者等による内部者取引の禁止

虚偽の相場の公示、虚偽文書の頒布等の禁止

対価を受けた証券記事等の制限

募集又は売出しに際しての有利買付け等の表示

の禁止

不特定多数者向け勧誘等に際しての一定の額の

配当等の表示の禁止

第１６５条

第１６６条

第１６７条

第１６８条

第１６９条

第１７０条

第１７１条



〔証取法〕

－133－

規　定　の　概　要条　　項

認可の条件

取締役又は監査役等の親銀行等・子銀行等にお

ける兼職の禁止

取引所有価証券取引市場外での取引の禁止

取引態様（自己・委託）の事前明示義務

向い呑みの禁止

先物取引等の概要等を記載した書面の顧客への

事前交付義務

取引報告書の作成、顧客への交付義務

禁止行為（断定的判断を提供した勧誘、取引一任

勘定取引の契約の締結、過度の大量推奨販売等）

損失保証・損失補てん等の禁止

顧客の知識、経験及び財産の状況に照らし適当

な勧誘（適合性の原則）等を行う義務

投資顧問業等証券会社の行うその他業務に係る

禁止行為

証券会社の親法人等又は子法人等との間の禁止

行為

引受人となった証券会社による対象有価証券の

買主に対する信用供与の制限

呑行為の禁止

証券取引所の定める受託契約準則の遵守義務

不正の手段・計画等の禁止、虚偽表示等による

財産取得の禁止等

第２９条の２第１項

第３２条第１項・第

２項

第３７条

第３８条

第３９条

第４０条

第４１条

第４２条

第４２条の２

第４３条

第４４条

第４５条

第４６条

第１２９条

第１３０条第１項

第１５７条



－134－

規　定　の　概　要条　　項

相場変動の目的等による風説の流布、偽計、暴

行等の禁止

相場操縦的行為の禁止

証券会社等の自己計算取引及び過当な数量の売

買取引等の制限

空売り等政令に違反する行為の禁止

上場等株券の取引の公正確保

上場会社等の役員・主要株主の特定有価証券等

の売買報告書の提出義務等

上場会社等の役員・主要株主による特定有価証

券の一定額を超える売付けの禁止等

会社関係者等による内部者取引の禁止

公開買付者等関係者等による内部者取引の禁止

虚偽の相場の公示、虚偽文書の頒布等の禁止

対価を受けた証券記事等の制限

募集又は売出しに際しての有利買付け等の表示

の禁止

不特定多数者向け勧誘等に際しての一定の額の

配当等の表示の禁止

第１５８条

第１５９条

第１６１条第１項

第１６２条

第１６２条の２

第１６３条、第１６４条

第１６５条

第１６６条

第１６７条

第１６８条

第１６９条

第１７０条

第１７１条



ロ　金先法に基づく範囲

�　金融先物取引所会員

　金先法第９２条第１項及び第２項第１号により内閣総理

大臣及び金融庁長官から委任された金融先物取引所会員

に対する検査及び報告・資料の徴取権限の範囲は、金先

法施行令第９条第２項において定められており、個別的

に掲げると以下のとおりである。

〔金先法〕

�　外国金融先物取引所

　金先法第９２条第１項及び第２項第２号により内閣総理

大臣及び金融庁長官から委任された外国金融先物取引所

に対する検査及び報告・資料の徴取権限の範囲は、金先

法施行令第９条第３項において定められており、個別的

－135－

規　定　の　概　要条　　項

相場操縦的行為の禁止

過当な件数の取引等の制限

金融先物取引所の定める受託契約準則の遵守義務

受託契約の概要等を記載した書面の顧客への事

前交付義務

金融先物取引業者の禁止行為（断定的判断の提

供、損失保証等）

受託等のための不正行為の禁止

虚偽の相場の公示の禁止

第４４条

第４５条

第４７条第１項

第４４条の３第２項

において準用する

　　第６９条

　　第７４条

第９１条の２

第９１条の３



に掲げると以下のとおりである。

〔金先法〕

�　金融先物取引業者

　金先法第９２条第１項及び第２項第３号により内閣総理

大臣及び金融庁長官から委任された金融先物取引業者に

対する検査及び報告・資料の徴取権限の範囲は、金先法

施行令第９条第４項において定められており、個別的に

掲げると以下のとおりである。

－136－

規　定　の　概　要条　　項

相場操縦的行為の禁止

外国金融先物取引所の定める受託契約準則の遵

守義務

許可の条件

広告の規制

受託契約の概要等を記載した書面の顧客への事

前交付義務

受託契約に係る書面の委託者への交付義務

成立した取引に係る書面の委託者への交付義務

委託証拠金等の受領に係る書面の委託者への交

付義務

呑行為の禁止

金融先物取引業者の禁止行為（断定的判断の提

供、損失保証等）

受託等のための不正行為の禁止

虚偽の相場の公示の禁止

第４４条

第４７条第１項

第５７条第１項

第６８条

第６９条

第７０条

第７１条

第７２条

第７３条

第７４条

第９１条の２

第９１条の３



〔金先法〕

�　金融先物取引所及び金融先物取引業協会

　金先法第９２条第１項及び第２項第１号及び第４号によ

り内閣総理大臣及び金融庁長官から委任された金融先物

取引所及び金融先物取引業協会に対する検査及び報告・

資料の徴取権限の範囲は、金融先物取引所については金

先法施行令第９条第１項に、金融先物取引業協会につい

ては同条第５項に規定されている。

　具体的には、①金先法の以下に掲げる取引の公正の確

保に係る規定の遵守状況及び定款・諸規則等のル－ルの

－137－

規　定　の　概　要条　　項

相場操縦的行為の禁止

許可の条件

広告の規制

受託契約の概要等を記載した書面の顧客への事

前交付義務

受託契約に係る書面の委託者への交付義務

成立した取引に係る書面の委託者への交付義務

委託証拠金等の受領に係る書面の委託者への交

付義務

呑行為の禁止

金融先物取引業者の禁止行為（断定的判断の提

供、損失保証等）

受託等のための不正行為の禁止

虚偽の相場の公示の禁止

第４４条

第５７条第１項

第６８条

第６９条

第７０条

第７１条

第７２条

第７３条

第７４条

第９１条の２

第９１条の３



遵守状況の調査に係る業務、②これらの規定やル－ルに

違反した会員に対して自主規制機関が行う措置に係る業

務である。

〔金先法〕

ハ　本人確認法に基づく権限の範囲

証券会社、外国証券会社、金融先物取引業者、登録金融機関

　本人確認法第１３条第４項により金融庁長官から委任され

た金融機関等に対する検査及び報告・資料の徴取権限の範

－138－

規　定　の　概　要条　　項

相場操縦的行為の禁止

過当な件数の取引等の制限

金融先物取引所の定める受託契約準則の遵守義務

許可の条件

広告の規制

受託契約の概要等を記載した書面の顧客への事

前交付義務

受託契約に係る書面の委託者への交付義務

成立した取引に係る書面の委託者への交付義務

委託証拠金等の受領に係る書面の委託者への交

付義務

呑行為の禁止

金融先物取引業者の禁止行為（断定的判断の提

供、損失保証等）

受託等のための不正行為の禁止

虚偽の相場の公示の禁止

第４４条

第４５条

第４７条第１項

第５７条第１項

第６８条

第６９条

第７０条

第７１条

第７２条

第７３条

第７４条

第９１条の２

第９１条の３



囲は、同項において定められており、個別的に掲げると以

下のとおりである。

〔本人確認法〕

�　犯則事件の調査の権限、範囲

①　犯則事件の調査の権限

　犯則事件の調査は、内閣総理大臣及び金融庁長官から委任

を受けた権限に基づいて行う証券会社等に対する検査及び報

告・資料の徴取とは異なり、監視委員会職員の固有の権限と

して規定されており、また、権限行使の対象も証券会社等に

限定されず、広く投資者を含め証券取引等に関与するすべて

の者に対し行使することができる。

　具体的な権限は、以下のとおりである。

－139－

規　定　の　概　要条　　項

本人確認義務

本人確認記録の作成義務等

取引記録の作成義務等

金融機関等の免責

第３条

第４条

第５条

第６条

犯 則 事 件 の 調 査 の 権 限根 拠 規 定

犯則嫌疑者等に対する質問、犯則嫌疑者等が所

持し又は置き去った物件の検査、犯則嫌疑者等

が任意に提出し又は置き去った物件の領置等の

任意調査権限

証取法第２１０条

外証法第５３条

金先法第１０６条

本人確認法第１８条



②　犯則事件の範囲

　犯則事件の範囲は、取引の公正を害するものとして政令（証

取法施行令第４５条、外証法施行令第２３条、金先法施行令第１１

条）及び本人確認法第１８条において定められており、個別的

に掲げると以下のとおりである。

〔証取法〕

－140－

犯 則 事 件 の 調 査 の 権 限根 拠 規 定

裁判官の発する許可状により行う臨検、捜索及

び差押えの強制調査権限

証取法第２１１条

外証法第５３条

金先法第１０７条

本人確認法第１８条

規　定　の　概　要行為者条　項

有価証券届出書、有価証券報告書等

の提出義務等

発行登録書等の提出義務等

公開買付届出書等の提出義務等

大量保有報告書等の提出義務等

証券会社に対する認可の条件

先物取引等の概要等を記載した書面

の顧客への事前交付義務

取引報告書の作成、顧客への交付義務

損失保証・損失補てん等の禁止

不正の手段・計画等の禁止、虚偽表

示による財産取得の禁止等

発 行 者

発行登録者

公開買付者

大量保有者

証券会社等

証券会社等

証券会社等

証券会社等

何 人 も

第５条、第２４条

等

第２３条の３等

第２７条の３等

第２７条の２３等

第２９条の２

第４０条

第４１条

第４２条の２

第１５７条



－141－

規　定　の　概　要行為者条　項

相場変動の目的等の風説の流布、偽

計、暴行等の禁止

相場操縦的行為の禁止

証券会社等の自己計算取引及び過当

な数量の売買取引等の制限

役員・主要株主の特定有価証券等の

売買報告書の提出義務等

役員・主要株主による特定有価証券

の一定額を超える売付けの禁止等

会社関係者等による内部者取引の禁止

公開買付者等関係者等による内部者

取引の禁止

虚偽の相場の公示、虚偽文書の頒布

等の禁止

対価を受けた証券記事等の制限

募集又は売出しに際しての有利買付

け等の表示の禁止

不特定多数者向け勧誘等に際しての

一定の額の配当等の表示の禁止

何 人 も

何 人 も

取引所会員等

会社役員等

会社役員等

会社関係者等

公開買付者等

関 係 者 等

何 人 も

何 人 も

何 人 も

有価証券の不

特定多数者向

け勧誘等をす

る者等

第１５８条

第１５９条

第１６１条第１項

第１６３条、第１６４

条

第１６５条

第１６６条

第１６７条

第１６８条

第１６９条

第１７０条

第１７１条



〔外証法〕

〔金先法〕

－142－

規　定　の　概　要行為者条　項

相場操縦的行為の禁止

過当な件数の取引等の制限

認可の条件

許可の条件

広告の規制

受託契約の概要等を記載した書面の

顧客への事前交付義務

成立した取引に係る書面の委託者へ

の交付義務

委託証拠金等の受領に係る書面の委

託者への交付義務

呑行為の禁止

受託等のための不正行為の禁止

虚偽の相場の公示の禁止

何　人　も

取引所会員

外国金融先

物取引所

金 先 業 者

金 先 業 者

金 先 業 者

金 先 業 者

金 先 業 者

金 先 業 者

何　人　も

何　人　も

第４４条

第４５条

第５５条の３

第５７条第１項

第６８条

第６９条

第７１条

第７２条

第７３条

第９１条の２

第９１条の３

規　定　の　概　要行為者条　項

証券会社に対する認可の条件

先物取引等の概要等を記載した書面

の顧客への事前交付義務

取引報告書の交付義務

損失保証・損失補てん等の禁止

外国証券会社

外国証券会社

外国証券会社

外国証券会

社等

第７条第３項

第１４条

�
�
�
�
�
�
�
�
�



〔本人確認法〕

 

－143－

規　定　の　概　要行為者条　項

本人特定事項の虚偽申告の禁止顧 客 等

代 表 者 等

第３条第４項



１－６　監視委員会と自主規制機関との関係の概念図

（注）金融先物取引についても同様である。

－144－



２　監視委員会の活動実績

２－１　告発実施状況

　１．告発件数等一覧表

（注）事務年度：７月～翌年６月

　　　

２．告発事件の概要一覧表（平成１６年６月末日現在。関係条文、

肩書きは、犯則行為時点のもの。）

 

－145－

合　計１５事務年度１４事務年度１３事務年度１２事務年度１１事務年度４～１０事務年度区　分

　６３１０１０７５　７　２４告発件数

２２２２８２２２４８２２１１８告発人数

判　　　　決事　件　の　概　要関係条文告発年月日事件

６．１０．３（東京地裁）
不動産会社社長
　懲役２年６月（執行猶予
４年）
金融業者役員
　懲役２年（執行猶予３年）
（いずれも確定）

日本ユニシス㈱の株価を高騰さ
せ、自ら売り抜けることを目的
とした十数名の名義による仮装
売買、買上がり買付け等。
（嫌疑者）不動産会社社長

金融業者役員

証 取 法 第
１２５条第１
項、第２項
等
（相場操縦）

５．５．２１１

１３．９．２８（東京地裁）
同社社長　懲役１年８月
同社役員　懲役１年２月
１５．１１．１３（東京高裁）
役員
　懲役１年２月（執行猶予
３年）
１５．１１．１８（東京高裁）
社長
　懲役１年８月（執行猶予
４年）
（いずれも確定）

㈱アイペックは、関連会社を利
用した架空売上の計上等によ
り粉飾経理を行い、虚偽の記載
をした有価証券報告書を提出。
（嫌疑者）当該会社

当該会社社長、役員

証 取 法 第
１９７条第１
号の２
同法第２０７
条第１項等
（虚偽の有
価証券報告
書の提出）

６．５．１７２



 

－146－

判　　　　決事　件　の　概　要関係条文告発年月日事件

６．１２．２０（大阪簡裁）
会社役職員・取引先職員２４
名
　罰金２０～５０万円（略式命
令）
８．５．２４（大阪地裁）
医師　罰金３０万円
９．１０．２４（大阪高裁）
医師　原判決破棄・地裁へ
差戻し
１１．２．１６（最高裁）
医師　原判決破棄・高裁へ
差戻し
１３．３．１６（大阪高裁）
医師　控訴を棄却
１６．１．１３（最高裁）
医師　上告棄却
（いずれも確定）

日本商事㈱の新薬の投与によ
る副作用死亡例の発生（重要事
実）を知り、公表前に同社株券
を売り付けた。
（嫌疑者）会社役職員

取引先職員
医師（第一次情報受
領者）

証 取 法 第
１６６条第１
項、第３項
同法第２００
条第６号等
（内部者取
引）

６．１０．１４３

７．３．２４（東京簡裁）
取引銀行　罰金５０万円
同役職員２名　　罰金２０～
５０万円
取引先、同職員　罰金３０万
円

（略式命令）
（いずれも確定）

新日本国土工業㈱の約束手形
の不渡りの発生（重要事実）を
知り、公表前に同社株券を売り
付けた。
（嫌疑者）取引銀行、同役職員

取引先、同職員

証 取 法 第
１６６条第１
項
同法第２０７
条第１項等
（内部者取
引）

７．２．１０４

８．３．２２（東京地裁）
　懲役１年４月（執行猶予
３年）
（確定）

テーエスデー㈱の社長は、同社
株券の価格を騰貴させるため、
虚偽の事実を発表。
（嫌疑者）当該会社社長

証 取 法 第
１５８条
同法第１９７
条第９号
（風説の流
布）

７．６．２３５

８．２．１９（東京簡裁）
証券会社社長、役職員４名
　罰金３０～５０万円（略式命
令）
８．１２．２４（東京地裁）
証券会社　罰金１，５００万円
同社役員　懲役６月

（執行猶予２年）
（いずれも確定）

千代田証券㈱は、株式取引の自
己勘定から顧客勘定への付け
替えにより損失補てん及び利
益の追加。
（嫌疑者）当該証券会社

当該会社社長、役職
員、顧客

証 取 法 第
５０条の３第
１項
同法第２０７
条第１項等
（損失補て
ん）

７．１２．２２６
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９．７．２８（東京地裁）
　懲役６月（執行猶予３年）
　追徴金約２，６００万円
１０．９．２１（東京高裁）
　原判決破棄・東京地裁へ
差戻し
１１．６．１０（最高裁）
　原判決破棄・東京高裁へ
差戻し
１２．３．２４（東京高裁）
　控訴を棄却
（確定）

日本織物加工㈱の第三者割当増
資の決定（重要事実）を知り、
公表前に知人名義等で同社株券
を買い付けた。
（嫌疑者）割当先監査役（弁護

士）

証 取 法 第
１６６条第１
項、第２項
同法第２００
条第６号
（内部者取
引）

８．８．２７

９．１．３０（東京簡裁）
　罰金５０万円（略式命令）
（確定）

特定の株券の価格を騰貴させ
自ら売り抜けるため、「ギャン
ぶる大帝」の袋とじ株式欄に虚
偽の事実を記載。
（嫌疑者）雑誌監修人（投資顧

問業）

証 取 法 第
１５８条
同法第１９７
条第９号
（風説の流
布）

９．１．１７８

９．５．１（名古屋簡裁）
当該会社役員等（１社４名）
　罰金５０万円（略式命令）
９．９．３０（名古屋地裁）
当該会社会長
　懲役６月（執行猶予３年）
（いずれも確定）

㈱鈴丹の子会社の破綻に伴う
損失等の発生（重要事実）を知
り、公表前に同社株券を売り付
けた。
（嫌疑者）当該会社会長、役員

関連会社

証 取 法 第
１６６条第１
項
同法第２０７
条第１項等
（内部者取
引）

９．４．８９

９．５．２７（東京簡裁）
割当先社長等（１名３社）
　罰金３０万円（略式命令）
（いずれも確定）

シントム㈱の第三者割当増資
の決定（重要事実）を知り、公
表前に知人名義等で同社株券
を買い付けた。
（嫌疑者）割当先社長

割当先会社等

証 取 法 第
１６６条第３
項
同法第２００
条第６号等
（内部者取
引）

９．４．２５１０
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１１．１．２０（東京地裁）
証券会社罰金１億円
同社社長、役員
　懲役１年（執行猶予３年）
同社役員
　懲役８月（執行猶予３年）
１１．４．２１（東京地裁）
顧客　懲役９月

追徴金約６億９，３００万円
（いずれも確定）
（注）山一、日興、大和證券

関連と共に一括審理

野村證券㈱は、株式等取引の自
己勘定から顧客勘定への付け
替え等により損失補てん。顧客
は、損失補てんを要求。
（嫌疑者）当該証券会社

当該会社社長、役員
顧客

証 取 法 第
５０条の３第
１項
同法第２０７
条第１項等
（損失補て
ん）

９．５．１３１１

１０．７．１７（東京地裁）
証券会社罰金８，０００万円
同社役員
　懲役１０月（執行猶予２年）
１０．９．３０（東京地裁）
同社副社長
　懲役１年（執行猶予３年）
１０．１１．６（東京地裁）
同社職員
　懲役１０月（執行猶予２年）
同社役職員２名
　懲役８月（執行猶予２年）
１１．６．２４（東京地裁）
同社役員
　懲役１０月（執行猶予３年）
１２．３．２８（東京地裁）
同社社長　懲役２年６月
　同日控訴（東京高裁）
１３．１０．２５（東京高裁）
　懲役３年（執行猶予５年）
（いずれも確定）

山一證券㈱は、海外先物取引の
自己勘定から顧客勘定への付け
替えにより損失補てん及び利益
の追加。顧客は、損失補てんを
要求。
（嫌疑者）当該証券会社

当該会社社長、副社
長、
役職員
顧客

証 取 法 第
５０条の３第
１項、第２
項
同法第２０７
条第１項等
（損失補て
ん）

９．９．１７１２

１０．９．２１（東京地裁）
証券会社　罰金１，０００万円
同社副社長、職員
　懲役１０月（執行猶予３年）
同社役員２名
　懲役１年（執行猶予３年）
（いずれも確定）

日興證券㈱は、株式取引の自己
勘定から顧客勘定への付け替
えにより損失補てん。顧客は、
損失補てんを要求。
（嫌疑者）当該証券会社

当該会社副社長、役
職員
顧客

証 取 法 第
５０条の３第
１項
同法第２０７
条第１項等
（損失補て
ん）

９．１０．２１１３
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１０．７．１７（東京地裁）
証券会社　罰金８，０００万円
同社役員
　懲役１０月（執行猶予２年）
１０．９．３０（東京地裁）
同社副社長
　懲役１年（執行猶予３年）
１０．１１．６（東京地裁）
同社役職員２名
　懲役８月（執行猶予２年）
１１．１．２９（東京地裁）
同社役員
　懲役１０月（執行猶予３年）
１１．６．２４（東京地裁）
同社役員
　懲役１０月（執行猶予３年）
１２．３．２８（東京地裁）
同社社長
　懲役２年６月
社長、同日控訴（東京高裁）
１３．１０．２５（東京高裁）
同社社長
　懲役３年（執行猶予５年）
（いずれも確定）

山一證券㈱は、海外先物取引の
自己勘定から顧客勘定への付
け替えにより損失補てん。
（嫌疑者）当該証券会社

当該会社社長、副社
長、
役職員

証 取 法 第
５０条の３第
１項
同法第２０７
条第１項等
（損失補て
ん）

９．１０．２３１４

１０．１０．１５（東京地裁）
証券会社　罰金４，０００万円
同社副社長
　懲役１年（執行猶予３年）
同社役職員３名
　懲役１０月（執行猶予３年）
同社役職員２名
　懲役８月（執行猶予３年）
（いずれも確定）

大和證券㈱は、株式取引の自己
勘定から顧客勘定への付け替
えにより損失補てん。顧客は、
損失補てんを要求。
（嫌疑者）当該証券会社

当該会社副社長、役
職員
顧客

証 取 法 第
５０条の３第
１項、第２
項
同法第２０７
条第１項等
（損失補て
ん）

９．１０．２８１５

１０．９．２１（東京地裁）
証券会社　罰金１，０００万円
同社副社長、役員
　懲役１年（執行猶予３年）
（いずれも確定）

日興證券㈱は、株式取引の自己
勘定から顧客勘定への付け替
えにより利益追加。
（嫌疑者）当該証券会社

当該会社副社長、役
員

証 取 法 第
５０条の３第
１項
同法第２０７
条第１項等
（損失補て
ん）

１０．３．９１６
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１２．３．２８（東京地裁）
証券会社会長
　懲役２年６月（執行猶予
５年）
同社社長
　懲役２年６月
社長、同日控訴（東京高裁）
１３．１０．２５（東京高裁）
同社社長
　懲役３年（執行猶予５年）
（いずれも確定）

山一證券㈱は、有価証券の含み
損を国内・海外のペーパーカン
パニー等に飛ばしを行うことで
隠蔽し、虚偽の記載をした有価
証券報告書を提出。
（嫌疑者）当該証券会社

当該会社会長、社長、
副社長

証 取 法 第
１９７条第１
号
同法第２０７
条第１項第
１号等
（虚偽の有
価証券報告
書の提出）

１０．３．２０１７

１０．８．２６（横浜簡裁）
　罰金５０万円（略式命令）
（確定）

ト－ソク㈱の株券について、親
会社が他社（買収先）へ一括株
式譲渡を実施すること（重要事
実）を知り、公表前に親族名義
口座で同社株券を買い付けた。
（嫌疑者）親会社役員

証 取 法 第
１６７条第１
号、同法施
行令
第３１条
同法第２００
条第６号
（内部者取
引）

１０．５．２９１８

１０．７．１７（東京簡裁）
関連会社職員の親族
　罰金５０万円（略式命令）
１０．１１．１０（東京地裁）
関連会社役員
　懲役６月（執行猶予３年）
　罰金５０万円
（いずれも確定）

大都工業㈱の会社更生手続開
始の申立ての決定（重要事実）
を知り、公表前に信用取引等を
利用して同社株券を売り付け
た。
（嫌疑者）関連会社役員

関連会社職員の親
族

証 取 法 第
１６６条第３
項
同法第２００
条第６号
（内部者取
引）

１０．７．６１９

１１．３．１９（東京地裁）
証券会社職員
　懲役６月（執行猶予３年）
　罰金５０万円
１２．３．２８（東京地裁）
合併相手先役員
　懲役６月
　罰金５０万円
１２．１１．２０（東京高裁）
合併相手先役員
　控訴を棄却
１５．１２．３（最高裁）
合併相手先役員
　上告棄却
（いずれも確定）

日本エム・アイ・シー㈱のベン
チャー企業の吸収合併の決定
（重要事実）を知り、公表前に
仮名口座で同社株券を買い付
けた。
（嫌疑者）合併相手先役員

証券会社職員

証 取 法 第
１６６条第１
項
同法第２００
条第６号等
（内部者取
引）

１０．１０．３０２０
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１１．２．１０（東京簡裁）
部下職員
　罰金５０万円（略式命令）
１１．４．１３（東京地裁）
取引先役員
　懲役１年、罰金２００万円
１１．１０．２９（東京高裁）
取引先役員
　懲役１年６月（執行猶予
３年）
　罰金２００万円
（いずれも確定）

トーア・スチール㈱の解散の決
定（重要事実）を知り、公表前
に信用取引を利用して部下の親
族名義口座で同社株券を売り付
けた。
（嫌疑者）取引先役員

同部下職員

証 取 法 第
１６６条第１
項
同法第１９８
条第１５号等
（内部者取
引）

１０．１２．１７２１

１１．４．１３（東京地裁）
懲役１０月、罰金２００万円
１１．１０．２９（東京高裁）
　懲役１年２月（執行猶予
３年）
　罰金２００万円
（確定）

トーア・スチール㈱の解散の決
定（重要事実）を知り公表前に、
信用取引を利用して同社株券
を売り付けた。
（嫌疑者）同業他社社長

証 取 法 第
１６６条第３
項
同法第１９８
条第１５号等
（内部者取
引）

１１．２．１０２２

１１．６．２４（大阪地裁）
金融業者役員
　懲役１年６月（執行猶予
３年）
金融業者
　罰金４００万円
（確定）

昭和化学工業㈱の株価を高騰
させ、自ら売り抜けることを目
的とした十数名の名義による
仮装売買、買上がり買付け等。
（嫌疑者）金融業者

金融業者役員

証 取 法 第
１５９条第１
項、第２項
同法第１９７
条等（相場
操縦）

１１．３．４２３

１４．９．１０（東京地裁）
頭取
　懲役３年（執行猶予４年）
副頭取２名
　懲役２年（執行猶予３年）
いずれも公判係属中（東京
高裁）

㈱日本長期信用銀行は、関連親
密企業への融資に関して適正な
引当・償却を行わないことにより
粉飾経理を行い、虚偽の記載を
した有価証券報告書を提出。
（嫌疑者）当該銀行

当該銀行頭取、副頭
取

証 取 法 第
１９７条第１
号等
（虚偽の有
価証券報告
書の提出）

１１．６．３０２４

１６．５．２８（東京地裁）
会長
　懲役１年４月（執行猶予
３年）
頭取
　懲役１年（執行猶予３年）
副頭取
　懲役１年（執行猶予３年）
いずれも公判係属中（東京
高裁）

㈱日本債券信用銀行は、取立不
能と見込まれる貸出金に関し
て適正な引当・償却を行わない
ことにより粉飾経理を行い、虚
偽の記載をした有価証券報告
書を提出。
（嫌疑者）当該銀行

当該銀行会長、頭取、
副頭取、役員

証 取 法 第
１９７条第１
号等
（虚偽の有
価証券報告
書の提出）

１１．８．１３２５
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１２．５．１９（横浜地裁）
会社社長
　懲役１年６月（執行猶予
３年）
（確定）

㈱ヒューネットの株価を高騰
させ、自ら売り抜けることを目
的とした数名の名義による仮
装売買等。
（嫌疑者）会社社長、役員

証 取 法 第
１５９条第１
項第１号、
第２項第１
号、第４項
同法第１９７
条第８号等
（相場操縦）

１１．１２．３２６

１４．９．１２（東京地裁）
副社長　懲役７年
　　　　罰金６，０００万円
当該会社　罰金１，０００万円
１５．８．１１（東京高裁）
　いずれも控訴を棄却
（確定）

㈱ヤクルト本社は、プリンスト
ン債が償還済であるという事
実を隠蔽し、資産及び収益を過
大に計上する方法で、虚偽の記
載をした半期報告書を提出。
（嫌疑者）当該会社

当該会社副社長、
証券会社会長

証 取 法 第
１９８条第４
号等
（虚偽の半
期報告書の
提出）

１１．１２．２７２７

１３．１．３０（横浜地裁）
同社社長
　懲役１年６月（執行猶予
３年）
（確定）

㈱テスコンは、架空売上の計上
により粉飾経理を行い、虚偽の
記載をした有価証券報告書を
提出。
（嫌疑者）当該会社

当該会社社長、役員

証 取 法 第
１９７条第１
号等
（虚偽の有
価証券報告
書の提出）

１２．１．３１２８

１２．３．２２（東京簡裁）
同社役職員２名
　罰金３０万円（略式命令）
（いずれも確定）

クレスベール・インターナショ
ナル・リミテッドは、プリンス
トン債を販売するため「当局の
承認が得られている商品であ
る」旨の虚偽の資料を使用。
（嫌疑者）当該会社

当該会社役職員

証 取 法 第
１５８条
同法第１９７
条第６号等
（偽計）

１２．３．２１２９

１４．１０．１０（東京地裁）
同社会長
　懲役３年
　罰金６，４００万円
１５．１１．１０（東京高裁）
　控訴を棄却
公判係属中（最高裁）

クレスベール・インターナショ
ナル・リミテッドは、プリンス
トン債を販売するため、投資家
に虚偽の説明。
（嫌疑者）当該会社

当該会社会長

証 取 法 第
１５８条
同法第１９７
条第６号等
（偽計）

１２．３．２２３０

１２．７．１９（東京地裁）
　懲役８月（執行猶予３年）
　罰金１００万円
　追徴金約４４９万円
（確定）

㈱ピコイが和議開始の申立て
を行うこと（重要事実）を知り、
公表前に同社株券を売り付け
た。
（嫌疑者）取引先役員

証 取 法 第
１６６条第３
項等
同法第１９８
条第１５号
（内部者取
引）

１２．５．２６３１
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１２．１１．２８（東京簡裁）
　罰金５０万円（略式命令）
　追徴金約１５８万円
（確定）

㈱プレナスが子会社の異動を
伴う株券の取得を行う（重要事
実）ことを知り、公表前に同社
株券を買い付けた。
（嫌疑者）当該会社役員の姉

証 取 法 第
１６６条第３
項等
同法第１９８
条第１５号
（内部者取
引）

１２．１１．２８３２

１２．１２．４（東京簡裁）
会社役員ら３名
　罰金５０万円（略式命令）
１４．１１．８（東京地裁）
会社役員１名
　懲役２年（執行猶予４年）
　罰金６００万円
（いずれも確定）

㈱東天紅の株価を高騰させる
ため、公開買付けをする旨の虚
偽発表をするとともに、虚偽の
大量保有報告書を提出。
（嫌疑者）会社役員等

証 取 法 第
１５８条等
同法第１９７
条第１項第
５号等
（風説の流
布、虚偽の
大量保有報
告 書 の 提
出）

１２．１２．４３３

１４．１１．８（東京地裁）
　懲役２年（執行猶予４年）
　罰金６００万円
（確定）

会社役員は、㈱東天紅の株券の
大量保有者になったのにもか
かわらず、期限までに大量保有
報告書を提出しなかった。
（嫌疑者）会社役員

証 取 法 第
２７条の２３第
１項
同法第１９８
条第５号
（大量保有
報告書の不
提出）

１２．１２．４３４

１３．５．２９（東京地裁）
提携先社員
　懲役１年（執行猶予３年）
　罰金１００万円
　追徴金約１，４１４万円
（確定）

武藤工業㈱が他社と資本業務
提携を行う（重要事実）ことを
知り、公表前に同社株券を買い
付けた。
（嫌疑者）提携先社員（公認会

計士）

証 取 法 第
１６６条第１
項等
同法第１９８
条第１５号
（内部者取
引）

１３．３．１２３５

１４．９．１２（名古屋地裁）
　懲役１年６月（執行猶予
３年）
　追徴金約２，８１８万円
（確定）

アイカ工業㈱の株価を高騰さ
せることを目的とした複数名
義による買上がり買付け、仮装
売買等。
（嫌疑者）会社社長

証 取 法 第
１５９条第１
項第１号、
第２項第１
号
同法第１９７
条第１項第
５号
（相場操縦）

１３．４．２７３６
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１４．１０．８（大阪地裁）
社長
　懲役２年（執行猶予３年）
副社長
　懲役１年（執行猶予３年）
専務
　懲役１０月（執行猶予３年）
（いずれも確定）

フットワークエクスプレス㈱
は架空収益の計上等により粉
飾経理を行い、虚偽の記載のあ
る有価証券報告書を提出。
（嫌疑者）当該会社

当該会社役員、社員

証 取 法 第
１９７条第１
項第１号等
（虚偽の有
価証券報告
書の提出）

１３．１２．２０３７

１４．６．１０（大阪簡裁）
公認会計士２名
　罰金５０万円（略式命令）
（いずれも確定）
公認会計士１名（大阪地裁）
　死亡による公訴棄却

フットワークエクスプレス㈱
の監査業務を行った公認会計
士が架空収益を計上するなど
した虚偽の記載のある有価証
券報告書を提出。
（嫌疑者）公認会計士

証 取 法 第
１９７条第１
項第１号等
（虚偽の有
価証券報告
書の提出）

１４．６．７３８

１５．７．３０（東京地裁）
会社役員Ａ
　懲役２年（執行猶予３年）
　追徴金約１億１，３９５万円
１５．１１．１１（東京地裁）
無職Ｃ
　懲役２年（執行猶予３年）
　追徴金約１億２，０８０万円
（いずれも確定）
１５．１１．１１（東京地裁）
会社役員Ｂ
　懲役２年（執行猶予３年）
　追徴金約１億２，０８０万円
１６．７．１４（東京高裁）
　控訴を棄却
公判係属中（最高裁）

志村化工㈱の株価を高騰させ
ることを目的とした買上り買
付け、仮装売買等。
（嫌疑者）会社役員等

証 取 法 第
１５９条第１項
第１号等、第
２項第１号
同法第１９７
条第１項第
７号
（相場操縦）

１４．３．２０３９

１４．１０．１６（東京地裁）
　懲役８月（執行猶予３年）
　罰金１００万円
　追徴金約９２２万円
（確定）

㈱ティーアンドイーソフトが
他社と業務提携を行う（重要事
実）ことを知り、公表前に同社
株券を買い付けた。
（嫌疑者）記者発表会業務下請

会社役員

証 取 法 第
１６６条第１
項等
同法第１９８
条第１５号
（内部者取
引）

１４．３．２６４０
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１５．３．１３（大阪地裁）
会長
　懲役２年６月
１５．９．１６（大阪高裁）
会長　控訴を棄却
１６．１．１６（最高裁）
会長　上告棄却
１５．３．３１（大阪地裁）
取締役
　懲役３年６月
（いずれも確定）

㈱ナナボシは、平成１２年３月期
及び平成１３年３月期決算にお
いて、架空工事の受注工事代金
の計上により粉飾経理を行い、
虚偽の記載のある有価証券報
告書を提出。
（嫌疑者）当該会社

当該会社役員

証 取 法 第
１９７条第１
項第１号等
（虚偽の有
価証券報告
書の提出）

１４．６．２８４１

１５．５．２（東京地裁）
銀行員
　懲役１年２月（執行猶予
３年）
　罰金８０万円、追徴金約４００
万円
（確定）
医師
　懲役１０月（執行猶予３年）
　罰金５０万円、追徴金約４００
万円
１５．１１．２８（東京高裁）
医師　公訴を棄却
公判係属中（最高裁）

コカ・コーラウェストジャパン
㈱が、三笠コカ・コーラボトリ
ング㈱の株券を公開買付けす
ること（重要事実）を知り、公
表前に同社株券を買い付けた。
（嫌疑者）銀行員（契約締結

先）等

証 取 法 第
１６７条第１
項等
（内部者取
引）

１４．６．２８４２

１５．５．２（東京地裁）
銀行員
　懲役１年２月（執行猶予
３年）
　罰金８０万円、追徴金約４００
万円
（確定）
医師
　懲役１０月（執行猶予３年）
　罰金５０万円、追徴金約４００
万円
１５．１１．２８（東京高裁）
医師　公訴を棄却
公判係属中（最高裁）
（注）４２号事件と一括審理

三陽エンジニアリング㈱が三
陽パックス㈱の株券を公開買
付けすること（重要事実）を知
り、公表前に同社株券を買い付
けた。
（嫌疑者）銀行員（第一次情報

受領者）等

証 取 法 第
１６７条第１
項等
（内部者取
引）

１４．６．２８４３
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１５．２．２８（東京地裁）
　懲役１年（執行猶予３年）
　罰金１００万円
　追徴金約１，０４８万円
（確定）

㈱光通信が㈱クレイフィッ
シュの株券を公開買付けする
こと（重要事実）を知り、公表
前に同社株券を買い付けた。
（嫌疑者）会社員

証 取 法 第
１６７条第１
項等
（内部者取
引）

１４．７．３１４４

１５．３．１３（大阪地裁）
会長
　懲役２年６月
１５．９．１６（大阪高裁）
会長　控訴を棄却
１６．１．１６（最高裁）
会長　上告棄却
１５．３．３１（大阪地裁）
取締役
　懲役３年６月
（いずれも確定）
（注）４１号事件と一括審理

㈱ナナボシは、平成１０年３月期
及び平成１１年３月期決算にお
いて、架空工事の受注工事代金
の計上により粉飾経理を行い、
虚偽の記載のある有価証券報
告書を提出。
（嫌疑者）当該会社

当該会社役員

証 取 法 第
１９７条第１
項第１号等
（虚偽の有
価証券報告
書の提出）

１４．９．６４５

１５．３．２８（広島簡裁）
　罰金３０万円
　追徴金３６万６千円（略式
命令）
（確定）

ドリームテクノロジーズ㈱の
株券を取引していた者が、同株
券の相場の変動を意図し、イン
ターネット上で募集した会員
に対し、電子メールで売買を推
奨する内容虚偽の情報を提供
した。
（嫌疑者）当該株券取引者

証 取 法 第
１５８条
同法第１９７
条第１項第
７号
（風説の流
布 及 び 偽
計）

１４．１１．２９４６

１５．７．１４（東京地裁）
会長　懲役２年
（確定）

㈱エムティーシーアイは、架空
資産を計上するなど虚偽の記
載のある貸借対照表を掲載し
た有価証券報告書を提出。その
後の公募増資にあたり、上記貸
借対照表を掲載した有価証券
届出書を提出。
（嫌疑者）当該会社

当該会社会長

証 取 法 第
１９７条第１
項第１号等
（虚偽の有
価証券届出
書及び報告
書の提出）

１４．１２．１６４７

１５．９．１０（東京地裁）
　懲役１年６月（執行猶予
３年）
　罰金１００万円、追徴金約
９２１万円
（確定）

ニチメン㈱が、㈱ニチメンイン
フィニティの株券を公開買付
けすること（重要事実）を知り、
公表前に同社株券を買い付け
た。
（嫌疑者）公開買付代理人で

あった
証券会社職員

証 取 法 第
１６７条第１
項等
（内部者取
引）

１４．１２．１９４８
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１５．７．１４（東京地裁）
会長　懲役２年
（確定）
（注）４７号事件と一括審理

㈱エムティーシーアイは、公募
増資にあたり、一般投資家に対
して、虚偽の事実を公表した。
（嫌疑者）当該会社

当該会社会長

証 取 法 第
１５８条
同法第１９７
条第１項等
（偽計）

１４．１２．２６４９

１５．７．３（大阪地裁）
会社職員
　懲役１年６月（執行猶予
３年）
　罰金１００万円、追徴金２９０
万円
職員知人
　懲役１年（執行猶予３年）
　罰金８０万円、追徴金約２１０
万円
（いずれも確定）

コカ・コーラウェストジャパン
㈱が、三笠コカ・コーラボトリ
ング㈱の株券を公開買付けする
こと（重要事実）を知り、公表
前に同社株券を買い付けた。
（嫌疑者）会社職員等

証 取 法 第
１６７条第１
項等
（内部者取
引）

１５．２．１３５０

１５．７．３（大阪地裁）
会社職員
　懲役１年６月（執行猶予
３年）
　罰金１００万円、追徴金２９０
万円
職員実弟
　懲役１年（執行猶予３年）
　罰金１００万円、追徴金約
５４５万円
（いずれも確定）

コカ・コーラウェストジャパン
㈱が、三笠コカ・コーラボトリ
ング㈱の株券を公開買付けする
こと（重要事実）を知り、公表
前に同社株券を買い付けた。
（嫌疑者）会社職員等

証 取 法 第
１６７条第１
項等
（内部者取
引）

１５．２．２０５１

１５．９．１７（東京地裁）
専務　懲役２年（執行猶予
３年）
（確定）
１５．１２．１１（東京地裁）
常務　懲役４年
　公判係属中（東京高裁）
会長
　公判係属中（東京地裁）

㈱ケイビーは架空売上を計上す
るなどの方法により粉飾経理を
行い、虚偽の記載のある有価証
券報告書を提出。
（嫌疑者）当該会社

当該会社役員

証 取 法 第
１９７条第１
項第１号等
（虚偽の有
価証券報告
書の提出）

１５．３．２４５２

１５．１０．２１（東京地裁）
　懲役１年２月（執行猶予
３年）
　罰金７０万円、追徴金約８９１
万円
（確定）

ニチメン㈱が、㈱ニチメンイン
フィニティの株券を公開買付け
すること（重要事実）を知り、
公表前に同社株券を買い付け
た。
（嫌疑者）公開買付代理人で

あった
証券会社職員

証 取 法 第
１６７条第１
項等
（内部者取
引）

１５．５．２８５３
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１６．１．３０（横浜地裁）
　懲役１年２月（執行猶予
３年）
　罰金８０万円、追徴金約８４５
万円
（確定）

㈱ソーテックが、自己株式を取
得すること及び投資運用会社
と業務提携を行うこと（ともに
重要事実）を知り、公表前に同
社株券を買い付けた。
（嫌疑者）当該会社職員

証 取 法 第
１６６条第１
項等
（内部者取
引）

１５．７．１６５４

公判係属中（大阪地裁）大阪証券取引所が開設する有
価証券オプション市場に上場
されている株券オプションに
つき、投資家にその取引が繁盛
に行われていると誤解させる
ことを目的とした仮装売買等
を行った。
（嫌疑者）㈱大阪証券取引所

同取引所副理事長
証券会社
証券会社代表取締役

証 取 法 第
１５９条第１
項第３号等
（相場操縦）

１５．７．２５５５

１５．１０．３０（東京地裁）
　懲役１年２月（執行猶予
３年）
　罰金８０万円、追徴金約９３６
万円
（確定）

ニチメン㈱が、㈱ニチメンイン
フィニティの株券を公開買付
けすること（重要事実）を知り、
公表前に同社株券を買い付け
た。
（嫌疑者）公開買付代理人で

あった
証券会社職員（元課
長）

証 取 法 第
１６７条第１
項等
（内部者取
引）

１５．７．３０５６

公判係属中（名古屋地裁）㈱アイチコーポレーションの
業務に関し、他社と業務提携を
行うこと（重要事実）を知り、
公表前に同社株券を買い付け
た。
（嫌疑者）会社役員

証 取 法 第
１６６条第３
項等
（内部者取
引）

１５．１１．１４５７

公判係属中（東京地裁）㈱キャッツの株価を高騰させ
ることを目的とした買上り買
付け、仮装売買等
を行った。
（嫌疑者）当該会社役員等

証 取 法 第
１５９条第１
項第１号等
（相場操縦）

１６．２．２４５８

１６．５．２７（名古屋地裁）
　懲役１０月（執行猶予３年）
　罰金８０万円
（確定）

大日本土木㈱が民事再生手続
開始の申立てを行うこと（重要
事実）を知り、公表前に信用取
引を利用して同社株券を売り
付けた。
（嫌疑者）会社員

証 取 法 第
１６６条第３
項等
（内部者取
引）

１６．２．２７５９
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公判係属中（東京地裁）㈱キャッツは同社役員への貸付
金を消費寄託契約に基づく預け
金として計上した虚偽の記載の
ある半期報告書を提出し、また、
同社が保有する株式の取得価額
を水増しして計上した虚偽の記
載のある有価証券報告書を提出
した。
（嫌疑者）当該会社

当該会社役員
公認会計士

証 取 法 第
１９７条第１
項第１号等
（虚偽の半
期報告書及
び有価証券
報告書の提
出）

１６．３．２９６０

公判係属中（大阪地裁）㈱デジタルが他社と業務提携を
行うこと（重要事実）を知り、
公表前に同社株券を買い付け
た。
（嫌疑者）会社役員

証 取 法 第
１６６条第１
項等
（内部者取
引）

１６．５．３１６１

公判係属中（大阪地裁）㈱森本組は完成工事総利益及び
当期未処理損失をそれぞれ粉飾
するなどした虚偽の記載のある
有価証券報告書を提出した。
（嫌疑者）当該会社

当該会社役員

証 取 法 第
１９７条第１
項第１号等
（虚偽の有
価証券報告
書の提出）

１６．６．２２６２

㈱イセキ開発工機が民事再生手
続開始の申立てを行うこと（重
要事実）を知り、公表前に同社
株券を売り付けた。
（嫌疑者）当該会社役員

会社役員等

証 取 法 第
１６６条第１
項等
（内部者取
引）

１６．６．２４６３



２－２　検査実施状況

１　検査実施状況

（注）１．上記の計数は、着手件数である。

２．「支店単独検査」とは、支店の検査のみを実施するものである。
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１５年７月　
～１６年６月

１４年７月　
～１５年６月

１３年７月　
～１４年６月

１２年７月　
～１３年６月

１１年７月　
～１２年６月

区　　　分

１２４社１１８社９６社９６社８６社証券会社検査

１０７社

（１５社）
（９２社）

９８社

（１７社）
（８１社）

８２社

（１０社）
（７２社）

８２社

（９社）
（７３社）

７２社

（６社）
（６６社）

国内証券会社

（ 委 員 会 ）
（財務局長等）

１７社

（１７社）
（０社）

２０社

（２０社）
（０社）

１４社

（１４社）
（０社）

１４社

（１４社）
（０社）

１４社

（１４社）
（０社）

外国証券会社

（ 委 員 会 ）
（財務局長等）

２３支店３０支店２１支店２７支店２８支店支店単独検査

１３社

（３社）
（１０社）

１３社

（２社）
（１１社）

７社

（２社）
（５社）

３社

（２社）
（１社）

０社

（０社）
（０社）

登録金融機関

（ 委 員 会 ）
（財務局長等）

１社

（０社）
（１社）

０社

（０社）
（０社）

０社

（０社）
（０社）

０社

（０社）
（０社）

０社

（０社）
（０社）

金融先物取引業者

（ 委 員 会 ）
（財務局長等）

２社

（２社）
（０社）

０社

（０社）
（０社）

２社

（２社）
（０社）

０社

（０社）
（０社）

０社

（０社）
（０社）

自主規制機関

（ 委 員 会 ）
（財務局長等）



２　１検査対象当たりの平均延べ検査投入人員

（単位：人・日）

 

－161－

１５年７月　
～１６年６月

１４年７月　
～１５年６月

１３年７月　
～１４年６月

１２年７月　
～１３年６月

１１年７月　
～１２年６月

区　　　分

８７１００１０２１００１１５国内証券会社

１０２１０５９４９７１０８外国証券会社

５３２１２８５４－登録金融機関

４５９－－－－
金 融 先 物
取 引 業 者

６０－１０６－－自主規制機関

（注１）臨店期間分について算出したものである。

（注２）１５年７月～１６年６月の金融先物取引業者の延べ検査投入人員は１社の実績

である。

（注３）１５年７月～１６年６月の国内証券会社の最少検査投入人員は１５（人・日）、最

多検査投入人員は８１２（人・日）である。



３　検査結果の状況

（単位：社）

（注）１．「検査終了会社数」とは、平成１５検査事務年度中に検査結果通知書を交付
し、検査が終了した会社の数をいい、前検査事務年度着手分を含む。なお、
支店単独検査は含まない。

　　　２．「問題点が認められた会社数」とは、検査結果通知書において問題点を指
摘した会社の数をいう。

　　　３．「市場ルール等関係」、「営業姿勢関係」、「内部管理体制関係」及び
「その他」は、各々の項目で問題点が認められた会社の数をいう。した
がって、各項目で重複する会社があるため、各項目の合計と「問題点が認
められた会社数」の数値とは一致しない。
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１５年７月　
～１６年６月

１４年７月　
～１５年６月

１３年７月　
～１４年６月

１２年７月　
～１３年６月

１１年７月　
～１２年６月

区　　　分

１３０１３５９０９７９４検査終了会社数

１１６１２２８３９５９４証 券 会 社

１１１２７２－登録金融機関

１－－－－
金 融 先 物
取 引 業 者

２１－－－自主規制機関

６７７８５７６２８０
問題点が認めら
れ た 会 社 数

４３５０３９５３７２
市場ルール等
関 係

７５５１０２８営業姿勢関係

５１５７４３４２５７
内 部 管 理
体 制 関 係

１１－－－そ の 他



４　監視委員会と金融庁検査局との同時検査の実施状況
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１５事務年度１４事務年度１３事務年度１２事務年度

大和証券
　　（１５．７．２５）
大和証券エスエム
ビーシー
　　（１５．７．２５）
新光証券
　　（１５．１１．１３）
日興コーディアル
証券
　　（１６．２．３）
ユーエフジェイつ
ばさ証券
　　（１６．４．１９）

野村證券
　　（１４．８．２６）
みずほインベス
ターズ証券
　　 （１４．１２．２）
三菱証券
　　（１５．２．１３）
メリルリンチ日本
証券
　　（１５．２．１９）
しんきん証券
　　（１５．５．８）
松井証券
　　（１５．１．１５）
カブドットコム証券
　　（１５．１．１５）
イー・トレード証券
　　（１５．１．１５）

つばさ証券
　　（１３．８．２７）
マネックス証券
　　（１３．１０．１５）
東海東京証券
　　（１３．１０．２４）
さくらフレンド証券
　　（１３．１１．２６）
ディーエルジェイ
ディレクト・エス
エフジー証券
　　（１３．１２．１２）
コスモ証券
　　（１４．２．１３）
岡三証券
　　（１４．４．２２）

明光ナショナル証券
　　（１２．１１．６）
日興証券
　　（１３．１．１７）
日興ビーンズ証券
　　（１３．１．１７）
みずほ証券
　　（１３．３．１２）
新光証券
　　（１３．４．１２）

国　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

内

ドイツ証券
　　（１５．８．２８）
日興シティグルー
プ証券
　　（１５．１１．１０）

ビー・エヌ・ピー・
パリバ証券
　　（１４．８．２６）
Ｊ．Ｐ．モルガン証券
　　（１４．１１．１８）
エービーエヌ・ア
ムロ証券
　　（１５．２．１９）
ＨＳＢＣ証券
　　（１５．４．２２）

ゴ ー ル ド マ ン・
サックス証券
　　（１３．８．２７）
バ ー ク レ イ ズ・
キャピタル証券
　　（１３．１１．１９）
ドレスナー・クラ
インオート・ワッ
サースタイン証券
　　（１４．２．１２）
バンクオブアメリ
カ証券
　　（１４．２．１２）
クレディ・リヨネ
証券
　　（１４．４．２２）
モルガン・スタン
レー証券
　　（１４．４．２２）

シーアイビーシー
証券
　　（１２．１１．１３）
ラボ・アジア証券
　　（１２．１１．１３）
日興ソロモン・スミ
ス・バーニー証券
　　（１３．１．１７）
シティーコープ証券
　　（１３．１．１７）

外　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

証

７社１２社１３社９社計



（注１）（　）書は、検査着手日

（注２）日興シティグループ証券は、検査着手時においては外証（日興シティグルー

プ証券）であったため、外証として計上している。
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１５事務年度１４事務年度１３事務年度１２事務年度

三和銀行
　　（１３．９．１７）
東海銀行
　　（１３．１１．７）

第一勧業銀行
　　（１３．４．１２）
富士銀行
　　（１３．５．１４）

登
録
金
融
機
関

－機関－機関２機関２機関計

名古屋証券取引所
　　（１６．５．１１）

東京証券取引所
　　（１４．５．８）
大阪証券取引所
　　（１４．５．９）

自
主
規
制
機
関

１機関－機関２機関－機関計



５　平成１５検査事務年度に検査が終了した法人一覧
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同時
検査勧告検査結果

通　知　日臨店終了日検査着手日被　検　査　法　人区分担　当

○○Ｈ１５．　８．１９Ｈ１５．　２．　７Ｈ１４．１２．　２みずほインベスターズ証券１国内委員会
Ｈ１５．１０．１５Ｈ１５．　４．　７Ｈ１５．　２．１９メリルリンチ日本証券２
Ｈ１５．１１．１９Ｈ１５．　２．１４Ｈ１５．　１．１５イー・トレード証券３

○Ｈ１６．　２．２７Ｈ１５．　４．　９Ｈ１５．　２．１３三菱証券４
○Ｈ１６．　２．２５Ｈ１５．１０．１０Ｈ１５．　７．２５大和証券１

Ｈ１５．　９．２４Ｈ１５．　８．　８Ｈ１５．　７．２５野村證券（特別検査）２
○Ｈ１６．　３．１０Ｈ１５．　９．２６Ｈ１５．　７．２５大和証券エスエムビーシー３

Ｈ１５．１０．１４Ｈ１５．　９．１９Ｈ１５．　９．　１Ｍｅネット証券４
○Ｈ１６．　１．　８Ｈ１５．１０．　７Ｈ１５．１０．　１みずほインベスターズ証券（特別検査）５

Ｈ１６．　２．２５Ｈ１５．１２．１７Ｈ１５．１１．１０ＳＭＢＣフレンド証券６
○Ｈ１６．　２．２３Ｈ１５．１２．１８Ｈ１５．１１．１３新光証券７

Ｈ１６．　２．　６Ｈ１５．１２．１２Ｈ１５．１１．２５新生証券８
○Ｈ１６．　３．３１Ｈ１６．　１．２３（Ｈ１５．１１．１０）日興シティグループ証券９
○Ｈ１６．　６．　８Ｈ１６．　４．１５Ｈ１６．　２．　３日興コーディアル証券１０

○Ｈ１６．　６．３０Ｈ１６．　３．２５Ｈ１６．　２．　３東海東京証券１１
○Ｈ１６．　６．１７Ｈ１６．　４．２１Ｈ１６．　３．３０マネックス証券１２

Ｈ１６．　６．　８Ｈ１６．　４．２６Ｈ１６．　４．１９三菱証券（特別検査）１３
Ｈ１６．　６．　８Ｈ１６．　５．２１Ｈ１６．　４．１９新光証券（特別検査）１４
Ｈ１６．　６．　９Ｈ１６．　５．２６Ｈ１６．　４．１９大和証券（特別検査）１５

○○Ｈ１５．　７．１７Ｈ１５．　６．　４Ｈ１５．　４．２２ＨＳＢＣ証券１外証
Ｈ１６．　３．　９Ｈ１５．　６．１３Ｈ１５．　４．１７ゴールドマン・サックス証券２

○○Ｈ１５．１１．２０Ｈ１５．１０．１０Ｈ１５．　６．２５ドイツ証券１
○Ｈ１５．１１．２８Ｈ１５．　９．２６Ｈ１５．　８．２８ソシエテ・ジェネラル証券２
○Ｈ１６．　５．２１Ｈ１５．１１．１４Ｈ１５．１０．　６ＵＢＳ証券３

Ｈ１５．１０．２９Ｈ１５．１０．１４Ｈ１５．１０．　６トウキョウマリン・フィナンシャルソリューションズ証券４
○（Ｈ１６．３．３１）（Ｈ１６．１．２３）Ｈ１５．１１．１０日興シティグループ証券－

Ｈ１６．　１．２３Ｈ１５．１２．　３Ｈ１５．１１．１０シティコープ証券５
Ｈ１６．　１．２８Ｈ１５．１２．１１Ｈ１５．１１．２０ケービーシー証券６
Ｈ１６．　１．２８Ｈ１５．１２．１２Ｈ１５．１２．　１エイアイジー日本証券７
Ｈ１６．　１．２８Ｈ１５．１２．１２Ｈ１５．１２．　１バンク・エー・アイ・ジー証券８
Ｈ１６．　４．　７Ｈ１６．　３．１２Ｈ１６．　１．２９クレディ・スイス・ファースト・ボストン証券９
Ｈ１６．　４．　５Ｈ１６．　３．　５Ｈ１６．　２．　５コメルツ証券１０
Ｈ１６．　６．　４Ｈ１６．　５．２１Ｈ１６．　４．２０アイエヌジー証券１１
Ｈ１６．　６．２４Ｈ１６．　６．　７Ｈ１６．　５．１２バークレイズ・キャピタル証券１２
Ｈ１６．　６．２４Ｈ１６．　６．１５Ｈ１６．　６．　２エイチヴィビー・キャピタル証券１３
Ｈ１５．　８．　６Ｈ１５．　７．　４Ｈ１５．　６．　２横浜銀行１登金
Ｈ１５．　７．　８Ｈ１５．　６．１２Ｈ１５．　６．　２住友信託銀行２
Ｈ１６．　４．　９Ｈ１６．　２．　６Ｈ１６．　１．２０三菱信託銀行１

○○Ｈ１５．　８．　５Ｈ１５．　７．　８Ｈ１４．　５．　９大阪証券取引所１自主
Ｈ１６．　２．２０Ｈ１６．　２．　６Ｈ１６．　２．　２大阪証券取引所（特別検査）１

（注１）区分欄の「国内」は国内証券会社、「外証」は外国証券会社、「登金」は登録金融機
関、「自主」は自主規制機関である。

（注２）斜字体数字は、平成１４事務年度以前に検査に着手した法人である。
（注３）勧告欄の○は、内閣総理大臣及び金融庁長官に対する勧告を行ったものである。
（注４）同時検査欄の○は、金融庁検査局との同時検査を行ったものである。
（注５）ドイツ証券に対しては、平成１５年６月２５日を着手とする特別検査を実施したが、平

成１５年８月２８日以降は上記の一般検査に吸収して実施した。
（注６）日興シティグループ証券に対しては、平成１５年１１月１０日に外証である日興シティグ

ループ証券に対する検査を実施したが、平成１５年１２月３１日に同証券が国内証券である
ジャパンクロス証券に営業譲渡を行い、その後日興シティグループ証券と商号変更し
たために、臨店終了及び検査結果通知日は国内証券である日興シティグループ証券と
して計上している。
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同時
検査勧告検査結果

通　知　日臨店終了日検査着手日被　検　査　法　人区分担　当

Ｈ１５．　８．　１Ｈ１５．　２．　７Ｈ１５．　１．１５極東証券１国内関東
○Ｈ１６．　１．２７Ｈ１５．　５．　７Ｈ１５．　４．１４堂島関東証券２
○Ｈ１６．　６．　８Ｈ１５．　５．１６Ｈ１５．　３．１１東洋証券３

Ｈ１６．　５．２０Ｈ１５．　６．１３Ｈ１５．　５．２９日本協栄証券４
Ｈ１５．　８．　６Ｈ１５．　７．１８Ｈ１５．　７．１４日本インベスターズ証券１
Ｈ１５．　８．　６Ｈ１５．　７．２２Ｈ１５．　７．１４日商岩井証券２
Ｈ１５．　８．１９Ｈ１５．　７．１８Ｈ１５．　７．１４アクシーズ・ジャパン証券３
Ｈ１５．　８．２７Ｈ１５．　７．１８Ｈ１５．　７．１４ディー・ブレイン証券４

○Ｈ１５．　９．１９Ｈ１５．　８．２９Ｈ１５．　８．２５伊藤忠キャピタル証券５
○Ｈ１５．　９．１９Ｈ１５．　８．２９Ｈ１５．　８．２５バンガード・インベストメンツ・ジャパン証券６
○Ｈ１５．　９．１９Ｈ１５．　８．２９Ｈ１５．　８．２５ファーストメイク証券７

○Ｈ１６．　１．２７Ｈ１５．　９．１９Ｈ１５．　８．２５山丸証券８
Ｈ１５．１０．２９Ｈ１５．　９．１９Ｈ１５．　８．２６センチュリー証券９
Ｈ１５．１１．２６Ｈ１５．１０．３Ｈ１５．　９．２９未来証券１０

○Ｈ１５．１１．　７Ｈ１５．１０．１７Ｈ１５．　９．３０長野証券１１
Ｈ１５．１２．１０Ｈ１５．１０．１０Ｈ１５．　９．３０国府証券１２
Ｈ１６．　２．　６Ｈ１５．１０．２９Ｈ１５．１０．　９武蔵証券１３

○Ｈ１５．１２．　５Ｈ１５．１１．１２Ｈ１５．１１．１０日立キャピタル証券１４
○Ｈ１５．１１．２６Ｈ１５．１１．１１Ｈ１５．１１．１０エスピーシー証券１５

○Ｈ１６．　３．　５Ｈ１５．１２．１２Ｈ１５．１１．１１泉証券１６
Ｈ１６．　１．３０Ｈ１５．１２．１２Ｈ１５．１１．２０共和証券１７
Ｈ１６．　３．２２Ｈ１５．１２．１１Ｈ１５．１１．２０入や萬成証券１８
Ｈ１６．　２．２３Ｈ１５．１２．１８Ｈ１５．１２．　１成瀬証券１９

○Ｈ１６．　１．３０Ｈ１５．１２．１０Ｈ１５．１２．　８ブラウン・ブラザーズ・ハリマン証券投資顧問２０
○Ｈ１６．　２．２３Ｈ１５．１２．１２Ｈ１５．１２．　８ワンアジア証券２１

Ｈ１６．　３．　９Ｈ１６．　２．　６Ｈ１６．　１．２２野村證券浦和支店２２
○Ｈ１６．　２．２３Ｈ１６．　１．３０Ｈ１６．　１．２６三菱商事証券２３
○Ｈ１６．　２．２０Ｈ１６．　１．３０Ｈ１６．　１．２６ステート・ストリート・グローバル・マーケッツ証券２４
○Ｈ１６．　４．１６Ｈ１６．　３．　８Ｈ１６．　３．　２アクセス証券２５

Ｈ１６．　６．２５Ｈ１６．　３．２６Ｈ１６．　３．　３日産証券２６
Ｈ１６．　４．１６Ｈ１６．　３．１７Ｈ１６．　３．１５セントラル短資証券２７

○Ｈ１６．　６．３０Ｈ１６．　４．２３Ｈ１６．　３．２２飯田証券（特別検査）２８
○Ｈ１６．　６．３０Ｈ１６．　５．１０Ｈ１６．　４．１９ゲット證券（特別検査）２９

Ｈ１６．　６．３０Ｈ１６．　５．３１Ｈ１６．　４．１９明和證券（特別検査）３０
Ｈ１６．　６．２５Ｈ１６．　５．１９Ｈ１６．　４．１９金山証券（特別検査）３１
Ｈ１６．　６．２４Ｈ１６．　４．２６Ｈ１６．　４．１９センチュリー証券（特別検査）３２
Ｈ１６．　６．１１Ｈ１６．　５．１８Ｈ１６．　４．１９のぞみ証券（特別検査）３３
Ｈ１６．　６．２１Ｈ１６．　５．１３Ｈ１６．　４．１９エイチ・エス証券（特別検査）３４
Ｈ１６．　６．２１Ｈ１６．　４．２８Ｈ１６．　４．１９極東証券（特別検査）３５
Ｈ１６．　６．１４Ｈ１６．　４．２８Ｈ１６．　４．１９丸和証券（特別検査）３６
Ｈ１６．　６．１１Ｈ１６．　４．２８Ｈ１６．　４．１９アルバース証券（特別検査）３７

○Ｈ１６．　６．３０Ｈ１６．　５．２５Ｈ１６．　４．１９丸三証券（特別検査）３８
○○Ｈ１６．　６．３０Ｈ１６．　５．２８Ｈ１６．　１．２２エー・シー・イー・インターナショナル（特別検査）１金先
○Ｈ１５．　８．　４Ｈ１５．　２．１０Ｈ１５．　１．１５岩井証券１国内近畿
○Ｈ１５．　９．　１Ｈ１５．　５．　９Ｈ１５．　４．１５日の出証券２
○Ｈ１５．１２．２５Ｈ１５．　９．　３Ｈ１５．　７．２５光世証券１

○Ｈ１６．　６．２２Ｈ１５．　９．１７Ｈ１５．　８．２５エンゼル証券２
Ｈ１５．１０．２８Ｈ１５．　９．１２Ｈ１５．　９．　１日興コーディアル証券千里中央支店３

○○Ｈ１５．１２．１０Ｈ１５．１０．２８Ｈ１５．１０．　７廣田証券４
○Ｈ１５．１１．２１Ｈ１５．１０．２４Ｈ１５．１０．　７六和証券５
○○Ｈ１６．　５．１４Ｈ１５．１２．１２Ｈ１５．１１．１８山源証券６
○○Ｈ１６．　５．１４Ｈ１５．１２．１０Ｈ１５．１１．１８都証券７
○○Ｈ１６．　６．２２Ｈ１６．　１．３０Ｈ１６．　１．１４こうべ証券８
○Ｈ１６．　２．１７Ｈ１６．　１．２３Ｈ１６．　１．１４環証券９
○Ｈ１６．　６．　２Ｈ１６．　３．１６Ｈ１６．　２．２４エース証券１０
○Ｈ１６．　６．１４Ｈ１６．　４．１６Ｈ１６．　４．　６播陽証券１１

Ｈ１６．　６．１１Ｈ１６．　４．２６Ｈ１６．　４．１９廣田証券（特別検査）１２
Ｈ１６．　６．１１Ｈ１６．　４．２７Ｈ１６．　４．１９ひびき証券（特別検査）１３
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同時
検査勧告検査結果

通　知　日臨店終了日検査着手日被　検　査　法　人区分担　当

Ｈ１５．１２．　４Ｈ１５．１０．３１Ｈ１５．１０．２１東海東京証券札幌支店１国内北海道
Ｈ１５．１２．１６Ｈ１５．１１．２１Ｈ１５．１１．１１ＵＦＪつばさ証券函館支店２
Ｈ１６．　４．　５Ｈ１６．　３．１９Ｈ１６．　３．　９ＵＦＪつばさ証券札幌支店３

○Ｈ１６．　６．２２Ｈ１６．　５．１７Ｈ１６．　４．　７上光証券４
Ｈ１６．　６．１８Ｈ１６．　６．　４Ｈ１６．　５．２４野村證券旭川支店５
Ｈ１５．１０．２９Ｈ１５．　９．１２Ｈ１５．　９．　８北海道銀行１登金
Ｈ１５．１１．　７Ｈ１５．１０．１７Ｈ１５．１０．　２ＳＭＢＣフレンド証券八戸支店１国内東北
Ｈ１６．　４．１２Ｈ１６．　３．２６Ｈ１６．　３．１５野村證券青森支店２

○Ｈ１６．　５．１３Ｈ１６．　４．２３Ｈ１６．　４．　８山形証券３
Ｈ１６．　６．１５Ｈ１６．　６．　４Ｈ１６．　５．２４三菱証券福島支店４
Ｈ１６．　２．　９Ｈ１６．　１．２３Ｈ１６．　１．１４秋田銀行１登金

○Ｈ１５．１０．　３Ｈ１５．　８．　１Ｈ１５．　７．１４アーク証券（特別検査）１国内東海
Ｈ１５．１１．　５Ｈ１５．　９．１９Ｈ１５．　９．　１寿証券２
Ｈ１５．１２．１６Ｈ１５．１０．３１Ｈ１５．１０．　７安藤証券３

○Ｈ１６．　４．２１Ｈ１５．１１．２８Ｈ１５．１１．１１田原証券４
○○Ｈ１６．　６．　８Ｈ１６．　２．１０Ｈ１６．　１．１４岡地証券５

Ｈ１６．　５．２０Ｈ１６．　３．２６Ｈ１６．　３．　９六二証券６
○Ｈ１６．　５．　６Ｈ１６．　３．１９Ｈ１６．　３．　９静銀ティーエム証券７
○Ｈ１６．　６．２２Ｈ１６．　４．２８Ｈ１６．　４．１３木村証券８

Ｈ１６．　６．　３Ｈ１６．　４．２３Ｈ１６．　４．１９丸八証券（特別検査）９
Ｈ１６．　６．２３Ｈ１６．　６．１１Ｈ１６．　５．３１野村證券四日市支店１０
Ｈ１６．　６．２５Ｈ１６．　６．１８Ｈ１６．　６．　７岡三証券松坂支店１１
Ｈ１６．　１．　７Ｈ１５．１２．　５Ｈ１５．１１．２５名古屋銀行１登金
Ｈ１５．　７．２３Ｈ１５．　６．１１Ｈ１５．　５．２７益茂証券１国内北陸
Ｈ１５．１１．１２Ｈ１５．１０．　３Ｈ１５．　９．２４竹松証券１

○Ｈ１５．１２．１６Ｈ１５．１０．２８Ｈ１５．１０．１６頭川証券２
○Ｈ１６．　１．２３Ｈ１５．１２．　８Ｈ１５．１１．２６三津井証券３

Ｈ１６．　３．　１Ｈ１６．　１．２６Ｈ１６．　１．１４ＵＦＪつばさ証券金沢支店４
○Ｈ１６．　５．１９Ｈ１６．　３．２３Ｈ１６．　３．　９富証券５

Ｈ１６．　６．１４Ｈ１６．　４．２３Ｈ１６．　４．　８坂本北陸証券６
Ｈ１６．　６．２５Ｈ１６．　６．　１Ｈ１６．　５．２５福邦銀行１登金

○Ｈ１５．　９．　８Ｈ１５．　７．　９Ｈ１５．　５．１２ウツミ屋証券１国内中国
Ｈ１５．１２．１２Ｈ１５．１０．　９Ｈ１５．　９．２４カドヤ証券１
Ｈ１５．１２．１７Ｈ１５．１１．　７Ｈ１５．１０．２７ＵＦＪつばさ証券岡山支店２

○Ｈ１６．　６．１８Ｈ１６．　３．　３Ｈ１６．　２．１７津山証券３
Ｈ１６．　６．　１Ｈ１６．　４．２０Ｈ１６．　４．　７みずほインベスターズ証券広島支店４
Ｈ１６．　３．１７Ｈ１６．　２．　４Ｈ１６．　１．１９中国銀行１登金
Ｈ１５．　７．１４Ｈ１５．　６．２６Ｈ１５．　５．２１徳島合同証券１国内四国

○Ｈ１５．１１．２８Ｈ１５．１０．２２Ｈ１５．　９．２５愛媛証券１
Ｈ１６．　５．３１Ｈ１５．１２．１０Ｈ１５．１１．　５日興コーディアル証券松山支店２

○Ｈ１６．　５．１１Ｈ１６．　３．２４Ｈ１６．　３．　１三豊証券３
Ｈ１６．　６．３０Ｈ１６．　５．１３Ｈ１６．　４．１３新光証券今治支店４
Ｈ１６．　２．２７Ｈ１６．　１．２３Ｈ１６．　１．１４百十四銀行１登金
Ｈ１５．１１．１２Ｈ１５．１０．１０Ｈ１５．　９．２４東海東京証券鹿児島支店１国内九州

○Ｈ１６．　２．　４Ｈ１５．１２．１９Ｈ１５．１２．　１大熊本証券２
Ｈ１６．　５．１４Ｈ１６．　３．２４Ｈ１６．　３．１０みずほインベスターズ証券鹿児島支店３
Ｈ１６．　６．２３Ｈ１６．　６．　１Ｈ１６．　５．１９野村證券大分支店４
Ｈ１６．　６．２４Ｈ１６．　４．１６Ｈ１６．　４．１２大分銀行１登金
Ｈ１５．　７．１０Ｈ１５．　６．１１Ｈ１５．　５．２９大和証券佐賀支店１国内福岡
Ｈ１５．１２．１７Ｈ１５．１０．１０Ｈ１５．　９．２９野村證券長崎支店１

○Ｈ１６．　１．１９Ｈ１５．１１．１４Ｈ１５．１０．２７佐世保証券２
○Ｈ１６．　２．２７Ｈ１５．１２．１８Ｈ１５．１２．　１ＵＦＪつばさ証券福岡支店３

Ｈ１６．　６．２２Ｈ１６．　４．２８Ｈ１６．　４．　７スターフューチャーズ証券４
Ｈ１６．　６．１８Ｈ１６．　５．２１Ｈ１６．　５．１２野村證券北九州支店５
Ｈ１６．　６．２８Ｈ１６．　６．１１Ｈ１６．　６．　２みずほインベスターズ証券佐賀支店６
Ｈ１６．　５．３１Ｈ１６．　３．２４Ｈ１６．　３．　８西日本銀行１登金

○Ｈ１６．　６．２２Ｈ１６．　５．２７Ｈ１６．　５．１２沖縄証券１国内沖縄

（注１）区分欄の「国内」は国内証券会社、「登金」は登録金融機関、「金先」は金融先物取
引業者である。

（注２）斜字体数字は、平成１４検査事務年度に検査を実施した法人である。
（注３）勧告欄の○は、内閣総理大臣及び金融庁長官に対する勧告を行ったものである。
（注４）同時検査欄の○は、財務局等理財部（財務部検査課）との同時検査を行ったもので

ある。



２－３　勧告実施状況

１　勧告実施件数一覧表

（単位：件）
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１５年７月

～

１６年６月

１４年７月

～

１５年６月

１３年７月

～

１４年６月

１２年７月

～

１３年６月

１１年７月

～

１２年６月

区 分

２６３０２６３４３７勧 告 件 数

２５３０２５３３３７検査結果に基づく勧告

９１１６１１１２
監視委員会の行った

検査に基づく勧告

１６１９１９２２２５
財務局長等の行った

検査に基づく勧告

２－１１－
犯則事件の調査に

基 づ く 勧 告

（注）平成１５検査事務年度において、大阪証券取引所に対して、検査に基づく勧告

と犯則事件の調査に基づく勧告を併せて行ったので、勧告合計と内訳は一致

しない。



２　勧告件数（法令違反等の内容別）

（単位：件） 
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合　計
１５年７月
～

１６年６月

１４年７月
～

１５年６月

１３年７月
～

１４年６月

１２年７月
～

１３年６月

１１年７月
～

１２年６月
勧告対象の別法令違反等の内容

２１１会社及び役職員

向い呑み及び呑み行為 １１会社のみ

役職員のみ

２２会社及び役職員
取引報告書の不交付又は
虚偽記載 ２１１会社のみ

役職員のみ

１１会社及び役職員法人関係情報に係る不公
正取引の防止上不十分な
有価証券の売買に関する
管理の状況

５２１１１会社のみ

役職員のみ

会社及び役職員
断定的判断を提供して勧
誘する行為 会社のみ

役職員のみ

８１２２２１会社及び役職員
取引一任勘定取引契約の
締結 ２１１会社のみ

５８８１２１３１１１４役職員のみ

会社及び役職員委託注文に優先する自己
の計算による有価証券の
売買をする行為

１１会社のみ

役職員のみ

５１３１会社及び役職員有価証券の売買等に関す
る虚偽又は重要な事項に
ついて誤解を生ぜしめる
べき表示をする行為

９１３５会社のみ

３１１１役職員のみ

５１２２会社及び役職員
特別の利益を提供するこ
とを約して勧誘する行為 ９１２４２会社のみ

１１役職員のみ

１４２４２２４会社及び役職員

作為的相場形成 ５２２１会社のみ

６１２３役職員のみ

会社及び役職員職務上知りえた特別の情
報に基づく有価証券の売
買及び投機的利益追及

会社のみ

２６２７８５４役職員のみ

会社及び役職員
安定操作期間中による買
付け 会社のみ

役職員のみ

１１会社及び役職員
法人関係情報を提供した
勧誘 会社のみ

役職員のみ

５１４会社及び役職員

損失補てん等 ２１１会社のみ

４２１１役職員のみ

会社及び役職員

適合性原則違反 １１会社のみ

役職員のみ

会社及び役職員通常の取引条件と著しく
異なる条件での親法人等
との取引

２２会社のみ

役職員のみ
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合　計
１５年７月
～

１６年６月

１４年７月
～

１５年６月

１３年７月
～

１４年６月

１２年７月
～

１３年６月

１１年７月
～

１２年６月
勧告対象の別法令違反等の内容

会社及び役職員調達資金が親法人への弁
済に充てられることの不
告知

　　１　１会社のみ

役職員のみ

会社及び役職員
引受有価証券の親法人等
への売却を行う行為 　　１　１会社のみ

役職員のみ

　　１　１会社及び役職員
親法人等との非公開情報
の授受 会社のみ

役職員のみ

　　１　１会社及び役職員有価証券を売却する場合
における引受人の信用供
与

会社のみ

役職員のみ

会社及び役職員
外務員の職務に関する著
しく不適当な行為 会社のみ

　１０　　２　２　１　３　２役職員のみ

　　１　１会社及び役職員
有価証券の募集のため偽
計を用いる行為 会社のみ

役職員のみ

　１　　１会社及び役職員

仮装取引及び馴合い取引 　１　　１会社のみ

役職員のみ

　　１　１会社及び役職員
政令の定めるところに違
反した空売り 　　５　２　３会社のみ

役職員のみ

会社及び役職員

インサイダー取引 会社のみ

　　１　１役職員のみ

　　１　１会社及び役職員
一定の配当等の表示を行
う行為 会社のみ

役職員のみ

　　１　１会社及び役職員
報告徴取に対する虚偽報
告 会社のみ

役職員のみ

　　１　１会社及び役職員

検査を忌避する行為 会社のみ

役職員のみ

会社及び役職員なりすましの疑義のある
取引について本人確認を
行わない行為

　　４　３　１会社のみ

役職員のみ

会社及び役職員

自主規制業務の不備 　　１　１会社のみ

役職員のみ

　５１　７　７　６１３１８会社及び役職員

合　　　　計 　５２１３　７　６１４１２会社のみ

１０９１３２２２５２３２６役職員のみ

（注）１．１件の勧告で複数の法令違反等の指摘を行う場合があるため、勧告件数とは一致しない。

２．上記のほかに、内部管理上の問題として勧告を行っている。



３　勧告事案の概要一覧表

　（注）区分欄中段の（検査）とは、検査結果に基づき勧告を行ったもの。（調査）とは、
犯則事件の調査結果に基づき勧告を行ったもの。
区分欄下段の表示は、検査を実施した財務局等の略称（表示のないものは、監視委
員会の検査）。
一連番号欄に※を付したものについては、補足説明資料を添付。

（平成１５年７月～平成１６年６月）
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行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

会社に対する処分
　業務停止命令
・東京支店の株券の
売買の受託業務の
停止３日間

　業務改善命令
・内部管理体制の充
実・強化、役職員の
法令遵守の徹底、再
発防止策の策定及
び責任の所在の明
確化

・上記について対応状
況を書面で報告

○　特別の利益を提供することを約して勧誘す
る行為

（証券会社の処分を求める勧告）
　エイチ・エス・ビー・シー・セキュリティー
ズ・（ジャパン）・リミテッド東京支店は、平成
９年１月及び平成１０年１月、顧客と投資一任契
約を締結している注文の発注者である投資顧問
会社に対し、注文の発注の見返りに投資助言報
酬の名目で金銭の支払いを行うことを約束し
て、有価証券の取引の勧誘を行った。

１５．７．１７
（検査）

１

会社に対する処分
　業務停止命令
・大阪証券取引所の
発行する株券の大
阪証券取引所への
上場に係る業務の
停止３ヶ月
・株券オプション取
引の新規上場に係
る業務の停止３ヶ
月

○　仮装・馴合い取引及び自主規制業務の不備
（証券会社の処分を求める勧告）
　大阪証券取引所副理事長（当時。平成１１年６
月以前は専務理事）は、その業務等に関し、同
取引所の株券オプション市場の取引が繁盛に行
われていると誤解させる目的をもって、平成１０
年１２月ころから平成１１年１０月ころまでの間、前
後約２５０回にわたり、日本電子証券㈱の自己注文
同士ないしは�ロイトファクスの委託注文同士
を対当させる手法により、株券オプション合計
約３万８千単位について、オプションの付与又
は取得を目的としない仮装の株券オプション取
引を行い、また、平成１０年１２月ころから平成１２
年３月ころまでの間、前後約３４０回にわたり、株
券オプション合計約７万２千単位について、日
本電子証券㈱の自己注文と�ロイトファクスの
委託注文が、株券オプション取引の申込みと同
時期に、同取引の対価の額と同一の対価の額で、
互いに同取引の相手方となることを通謀の上、
株券オプション取引の申込みを行う、いわゆる
馴合い取引を行った。

１５．８．５
（調査）
（検査）

２

※
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行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

　業務改善命令
・再発防止策を策定
し、役職員に周知
徹底する方策を講
じること
・自主規制業務の運
営に関する問題点
に関し、組織体制や
業務の方法等の抜
本的見直しを行う
こと

・金融庁検査局から指
摘されている問題
点について、その発
生原因を究明した
上で、具体的な改善
策を講じること

　報告及び検証
・上記命令の実施状
況について書面で
報告
・具体的対策の実施
状況についても、
当分の間、四半期
ごとに書面で報告
・命令の実施状況に
ついては、大阪証券
取引所監理官を中
心とするプロジェ
クトチームにおい
て検証

（注）今回の処分は、監
視委員会の検査、犯則
事件の調査の結果
行った勧告及び金融
庁検査局の検査結果
に基づいて行われた
ものである。

○　自主規制業務の不備
（証券会社の処分を求める勧告）
　検査基準日（平成１５年５月８日）現在、大阪
証券取引所の自主規制業務の運営に関して、以
下のような問題点が認められた。

�　検査業務
　長期的視野に立った検査担当者の人材育
成が十分図られていないほか、検査計画の
策定等に関し、組織的かつ十分な検討が行
われていなかった。
　また、検査を実施する取引参加者の選定
に際し、同取引所市場における取引状況や
同取引所内の関係部署で把握された情報な
ど、検査周期以外の要素が加味されていな
かった。

�　検査に基づく措置業務
　措置基準が整備されていないほか、組織
的な検討がなされないまま、取引参加者に
対する措置が行われていた。

�　市場監理業務
　長期的視野に立った審査担当者の人材育
成が十分図られていないほか、調査のため
の抽出基準が市場の実態に見合ったものと
なっていなかったため、抽出件数が膨大で
あったり、　皆無であるなど調査対象取引
の効果的な抽出が行われていない状況で
あったにもかかわらず、この基準の見直し
が行われていなかった。
　また、仮装・馴合取引の調査の観点から
抽出された取引であるにもかかわらず、対
当取引を行った証券会社の自己取引の内容
や抽出された取引の委託者の属性把握と
いった調査が行われていなかった。

�　関連部署間の連携
　自主規制本部内の連携や関係部署との情
報交換が十分図られておらず、各種の情報
が検査業務及び市場監理業務に活かされて
いなかった。
　特に�の市場監理業務の問題点は、犯則
調査の結果把握された違法行為が長期間放
置された原因の一つと考えられ、深刻な自
主規制業務の不備となっている。

２
つづき
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行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

会社に対する処分
業務停止命令（全店
舗）
・全業務に係る業務
の停止５日間
・オプション取引に
係る業務の停止
２ヶ月間

　業務改善命令
・内部管理体制の抜
本的な見直し、責
任の所在の明確化
及び人事の刷新
・再発防止策の策
定、役職員の法令
遵守意識の徹底
・全役職員に対する
研修の実施
・社内検査体制の充
実・強化
・「社内検査体制の
充実、強化」を除
き、対応状況を書
面で報告し、実施
状況及び結果を四
半期ごとに書面で
報告

役職員（外務員）に対
する処分
外務員の登録取
消し

○　仮装・馴合い売買
（証券会社及び役職員の処分を求める勧告）
　日本電子証券㈱代表取締役は、その業務等に
関し、大阪証券取引所の株券オプション市場の
取引が繁盛に行われていると誤解させる目的を
もって、平成１１年１月ころから同年１０月ころま
での間、前後約２４０回にわたり、日本電子証券㈱
の自己注文同士ないしは�ロイトファクスの委
託注文同士を対当させる手法により、株券オプ
ション合計約３万７千単位について、オプショ
ンの付与又は取得を目的としない仮装の株券オ
プション取引を行い、また、平成１０年１２月ころ
から平成１２年３月ころまでの間、前後約３４０回に
わたり、株券オプション合計約７万２千単位に
ついて、日本電子証券㈱の自己注文と�ロイト
ファクスの委託注文が、株券オプション取引の
申込みと同時期に、同取引の対価の額と同一の
対価の額で、互いに同取引の相手方となること
を通謀の上、株券オプション取引の申込みを行
う、いわゆる馴合い取引を行った。

１５．８．５
（調査）

３
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行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

会社に対する処分
　業務改善命令
・内部管理体制の充
実・強化
・販売管理体制の抜
本的見直し及び構
築（適正な勧誘資料
の作成を含む。）

・再発防止策の策定
・法令遵守体制の充
実・強化及び責任の
所在の明確化

役職員（外務員）に対
する処分
　　職務停止５週間

○　有価証券の売買その他の取引及び有価証券
オプション取引等に関し、重要な事項につき
誤解を生ぜしめるべき表示をする行為

（証券会社及び役職員の処分を求める勧告）
　みずほインベスターズ証券㈱本店営業部長
は、平成１３年７月から平成１５年１月にかけて、
その業務に関し、ＥＴＦの売買及び株価指数オ
プション取引を組み合わせた投資手法につい
て、何らの前提条件が明示されないまま、実現
可能性のほとんどない年利回り２７％のシミュ
レーションが記載されている勧誘資料を作成
し、さらに、顧客毎のＥＴＦの含み損益が明示
されていないなど、この投資を行っている顧客
の投資実績が適正に記載されていない顧客の投
資実績の一覧表を作成し、これらをオプション
取引の経験のない多数の個人投資家に対して交
付又は提示することにより、重要な事項につき
誤解を生ぜしめるべき表示を行った。

１５．８．１９
（検査）

４

※

役職員（外務員）に対
する処分
　　職務停止３週間

○　特別の利益を提供することを約して勧誘す
る行為

（役職員の処分を求める勧告）
　アーク証券㈱名古屋本店名古屋営業第三部歩
合外務員は、平成９年５月頃、顧客に対し、株
式注文の発注の見返りに、この外務員が受け取
る歩合手数料の一部から金銭の支払いを行うこ
とを約束して株式取引の勧誘を行い、平成９年
７月７日から平成１５年６月９日までの間、現金
で支払う方法又は口座へ振り込む方法により利
益の提供を行った。

１５．１０．３
（検査）
（東海）

５

役職員（外務員）に対
する処分
　　職務停止１９週間

○　証券会社の使用人による、職務上知りえた
特別の情報に基づく有価証券の売買及び投機
的利益の追求を目的とした有価証券の売買

（役職員の処分を求める勧告）
　ドイチェ・セキュリティーズ・リミテッド東
京支店日本株式営業部ヴァイス・プレジデント
は、平成１４年１２月３０日及び平成１５年１月６日、
業務の一環として入手した特定の発行体に係る
公表前のアナリスト・レポートの情報に基づき、
自己の計算によりこの発行体の株券の買付けを
行った。また、平成１０年６月１９日から平成１５年
７月４日までの間、他社に開設した知人・家族
名義等の複数の口座を使用して、自己の計算に
基づく株券の売買取引を多数回にわたり行っ
た。（売買回数９３１回、売買株数１，１０８万株）

１５．１１．２０
（検査）

６



－175－

行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

会社に対する処分
　業務停止命令
・東京支店の自己の
計算による株券の
売買業務の停止１０
日間

　業務改善命令
・内部管理体制の充
実・強化、役職員の
法令遵守の徹底、再
発防止策の策定及
び責任の所在の明
確化

・上記について対応状
況を書面で報告

○　実勢を反映しない作為的相場を形成させる
べき一連の有価証券の売買取引

（証券会社の処分を求める勧告）
　ソシエテ　ジェネラル　セキュリティーズ　
ノース　パシフィック　リミテッド日本株式派
生商品部トレーダー（当時）は、その業務に関
し、特定の上場銘柄の株券を対象とする他社株
券償還特約付社債券（以下「ＥＢ」という。）に
ついて、この銘柄の株価の水準により現金償還
となるか株式償還となるかの償還条件が判定さ
れる日である平成１３年１１月１４日の１４時５８分から
大引けにかけて、当社の親法人がこのＥＢが株
式償還となる場合に備えて保有していたこの銘
柄の株券について、現金償還となった場合に発
生する保有リスクを回避するために、この銘柄
の株券について、その終値をこのＥＢが株式償
還となる価格（７８３円未満の価格）とすることを
意図して、指値７８２円の大量の売付注文を連続し
て発注し、株価を直近約定価格の７８３円から７８２
円まで下落させ、さらに、この大量の一連の売
付注文がすべて約定しない限り、この銘柄の株
価の終値が７８３円以上とはならない状況を作り
出した。なお、この結果、この銘柄の株価の終
値は７８１円となり、このＥＢの株式償還が決定し
た。

１５．１１．２８
（検査）

７

※

役職員（外務員）に対
する処分
　　職務停止３週間

○　取引一任勘定取引の契約を締結する行為
（役職員の処分を求める勧告）
　廣田証券㈱本店大阪第二営業部歩合外務員
は、平成１５年１月中旬から同年７月上旬にかけ
て、複数の顧客との間で、株券の売買の受託に
つき、顧客の個別の取引ごとの同意を得ないで、
売買の別、銘柄、数及び価格の全部について定
めることができることを内容とする契約を締結
した上で、平成１５年１月１７日から同年９月３０日
までの間、取引を受託、執行した。（売買回数
２１３回、売買株数９２万株）

１５．１２．１０
（検査）
（近畿）

８



－176－

行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

会社に対する処分
　業務停止命令
・自己の計算による
株券の売買業務の
停止１０日間

　業務改善命令
・内部管理体制の充
実・強化、役職員の
法令遵守の徹底
・再発防止策の策定
及び責任の所在の
明確化

役職員（外務員）に対
する処分
　　職務停止８週間

○　実勢を反映しない作為的相場を形成させる
べき一連の有価証券の売買取引

（証券会社及び役職員の処分を求める勧告）
　みずほインベスターズ証券㈱エクイティ部
ディーリンググループエグゼクティブスタッフ
は、その業務に関し、平成１５年２月４日、特定
の上場銘柄の株券について、直近約定価格（２７５
円）より大幅に低い価格（２５９円）での顧客の売
付注文と当社自己勘定の買付注文とを対当させ
即時に約定させるために、売特別気配が表示さ
れ取引所の売買取引が一時的に停止することを
回避しつつこの銘柄の株価を引き下げる目的
で、一連の買付注文を発注し、株価を引き下げ
た。

１６．１．８
（検査）

９

※

役職員（外務員）に対
する処分
　　職務停止３週間

○　取引一任勘定取引の契約を締結する行為
（役職員の処分を求める勧告）
　山丸証券㈱本店東京営業部歩合外務員は、平
成１４年１０月中旬頃、複数の顧客との間で、株券
の売買の受託につき、顧客の個別の取引ごとの
同意を得ないで、売買の別、銘柄、数及び価格
の全部について定めることができることを内容
とする契約を締結した上で、平成１４年１０月１５日
から平成１５年８月１９日までの間、取引を受託執
行した。（売買回数２９０回、売買株数２２１万株）

１６．１．２７
（検査）
（関東）

１０

役職員（外務員）に対
する処分
　　職務停止２週間

○　取引一任勘定取引の契約を締結する行為
（役職員の処分を求める勧告）
　堂島関東証券㈱大阪支店営業部歩合外務員
は、平成１３年９月１４日、顧客との間で、株券の
売買の受託につき、顧客の個別の取引ごとの同
意を得ないで、売買の別、銘柄、数及び価格の
全部について定めることができることを内容と
する契約を締結した上で、平成１３年９月１９日か
ら平成１５年２月２５日までの間、取引を受託、執
行した。（売買回数９０回、売買株数２１万株）

１６．１．２７
（検査）
（関東）

１１

役職員（外務員）に対
する処分
　　職務停止５日間

○　取引一任勘定取引の契約を締結する行為
（役職員の処分を求める勧告）
　ユーエフジェイつばさ証券㈱福岡支店投資相
談課長（当時）は、平成１５年５月２０日、顧客との間
で、株券の売買の受託につき、顧客の個別の取引
ごとの同意を得ないで、売買の別、銘柄、数及び価
格の全部について定めることができることを内容と
する契約を締結した上で、平成１５年５月２３日から
同年９月１９日までの間、取引を受託、執行した。
（売買回数８０回、売買株数１３万株）

１６．２．２７
（検査）
（福岡）

１２



－177－

行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

会社に対する処分
業務停止命令（全店
舗）
・すべての業務の停
止１日間
・オプション業務の
停止２日間

　業務改善命令
・事実関係の経緯及
びこれまでにとっ
た対応の具体的な
内容
・内部管理体制の抜
本的な見直し及び
責任の所在の明確
化

○　適合性原則違反
（証券会社の処分を求める勧告）
　泉証券㈱は、日経平均株価（日経２２５）を対象
とする日経２２５オプション取引（以下この事例に
おいて「オプション取引」という。）の顧客への
勧誘を全店で推進する旨の計画を策定し、取締
役社長以下経営陣主導の下に、平成１５年４月以
降、顧客にオプション取引の勧誘を積極的に
行っていた。一方、内部管理面では、オプショ
ン取引の知識が不十分なまま顧客にオプション
取引を勧誘している営業員が多数いたにもかか
わらず、これらの営業員に対してオプション取
引の仕組みについての十分な知識の付与を行わ
ずにいるなど、営業員により顧客に適合しない
不適当な勧誘が行われることを未然に防止する
ための管理体制の整備をしていなかった。その
ような状況の中で、複数の営業員が、①生計を
主に年金収入に頼っており、このオプション取
引を開始するまでは投資信託や債券の取引を主
体とし、株券の信用取引の取引経験すらなく、
オプション取引の基本的な仕組みを理解してい
ない複数の顧客に対して、オプション取引の仕
組みやリスクを十分に説明して理解させないま
ま、②オプション取引の対象銘柄、数量、売買
の別をすべて営業員が提案し、顧客が無条件に
これを受け入れるという営業員主導の態様で、
顧客の財産に比して大きな数量の建玉のオプ
ションの売り取引を短期間に繰り返して行うな
どの取引を勧誘し、その結果、これらの顧客に
多額の損失を発生させた。

１６．３．５
（検査）
（関東）

１３

役職員（外務員）に対
する処分
・本店営業部次長
　職務停止２週間
・三島支店歩合外務
員
　職務停止２週間

○　取引一任勘定取引の契約を締結する行為
（役職員の処分を求める勧告）
�　山源証券㈱本店営業部次長は、平成１５年４
月中旬、顧客との間で、株券の売買の受託に
つき、顧客の個別の取引ごとの同意を得ない
で、売買の別、銘柄、数及び価格の全部につ
いて定めることができることを内容とする契
約を締結した上で、平成１５年４月１７日から同
年９月１８日までの間、取引を受託、執行した。
（売買回数１４５回、売買株数２７万株）

�　五條営業所営業課長は、平成１５年１月下旬、
顧客との間で、株券の売買の受託につき、顧
客の個別の取引ごとの同意を得ないで、売買
の別、銘柄、数及び価格の全部について定め
ることができることを内容とする契約を締結
した上で、平成１５年２月３日から同年１１月２５
日までの間、取引を受託、執行した。（売買回
数９１回、売買株数４０万株）

１６．５．１４
（検査）
（近畿）

１４



－178－

行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

役職員（外務員）に対
する処分
・本店第二営業部歩
合外務員
　職務停止３週間
・本店第二営業部歩
合外務員
　職務停止２週間

○　取引一任勘定取引の契約を締結する行為
（役職員の処分を求める勧告）
�　都証券㈱本店第二営業部歩合外務員は、平
成１４年９月２９日、顧客との間で、株券の売買
の受託につき、顧客の個別の取引ごとの同意
を得ないで、売買の別、銘柄、数及び価格の
全部について定めることができることを内容
とする契約を締結した上で、平成１４年１０月２
日から同年１２月２７日までの間、取引を受託、
執行した。（売買回数２００回、売買株数２０万株）

�　本店第二営業部歩合外務員は、平成１５年１
月１５日、顧客との間で、株券の売買の受託に
つき、顧客の個別の取引ごとの同意を得ない
で、売買の別、銘柄、数及び価格の全部につ
いて定めることができることを内容とする契
約を締結した上で、平成１５年１月１６日から同
年１２月３日までの間、取引を受託、執行した。
（売買回数１４２回、売買株数７５万株）

１６．５．１４
（検査）
（近畿）

１５

会社に対する処分
　業務改善命令
・内部管理体制の充
実・強化、役職員の
法令遵守の徹底、再
発防止策の策定及
び責任の所在の明
確化

・上記について対応状
況を書面で報告

○　法人関係情報に係る不公正取引の防止上不
十分な管理の状況

（証券会社の処分を求める勧告）
　ＵＢＳセキュリティーズ・ジャパン・リミテッ
ドは、法人関係情報の管理に係る適切な措置を
講じていないことから、上場会社の自己株式の
取得及び決算の下方修正に係る法人関係情報を
この上場会社から入手した株式調査部アナリス
トが、この情報が法人関係情報に該当するとの
認識のないまま、アナリスト・レポートに記載
していた。また、アナリスト・レポートを審査
する同部の審査部門においてもこれを看過し、
その結果、平成１５年４月以降、法人関係情報が
アナリスト・レポートにより多数の顧客や社内
に提供されている事例が複数認められており、
法人関係情報に係る不公正な取引の防止上十分
でないと認められる状況により業務を営んでい
た。

１６．５．２１
（検査）

１６

※

役職員（外務員）に対
する処分
　　未定

○　取引一任勘定取引の契約を締結する行為
（役職員の処分を求める勧告）
　東洋証券㈱清水支店営業課主任（当時）は、
平成１４年９月１０日、顧客との間で、株券の売買
の受託につき、顧客の個別の取引ごとの同意を
得ないで、売買の別、銘柄、数及び価格の全部
について定めることができることを内容とする
契約を締結した上で、平成１４年９月１０日から平
成１５年１月２４日までの間、取引を受託、執行し
た。（売買回数４５回、売買株数３万株）

１６．６．８
（検査）
（関東）

１７



－179－

行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

会社に対する処分
　業務停止命令
・本店投資サービス
部における株券の
売買に係る受託業
務の停止１日間

　業務改善命令
・内部管理体制の見
直しを図るととも
に責任の所在の明
確化を図ること、法
令違反の根絶に向
けた「再発防止策」
を策定すること、全
職員に対する「法令
遵守の徹底」のため
の研修等を実施す
ること及び社内検
査の充実・強化のた
めの具体策を策定
すること

役職員（外務員）に対
する処分
　　未定

○　取引一任勘定取引の契約を締結する行為及
び投機的利益の追求を目的とした有価証券の
売買をする行為

（証券会社及び役職員の処分を求める勧告）
�　岡地証券㈱本店投資サービス部歩合外務員
は、平成１５年８月１９日、顧客との間で、株券
の売買の受託につき、顧客の個別の取引ごと
の同意を得ないで、売買の別、銘柄、数及び
価格の全部について定めることができること
を内容とする契約を締結した上で、平成１５年
８月２０日から平成１６年１月３０日までの間、取
引を受託、執行した。（売買回数１０３回、売買
株数１５万株）

�　西尾支店歩合外務員は、平成１４年１月１６日
及び平成１５年１２月２５日までの間、自己の取引
口座を使用して、日計り取引など自己の計算
に基づく株券の売買その他の取引を多数回に
わたり行った。（売買回数２２６回、売買株数３６
万株）

１６．６．８
（検査）
（東海）

１８

会社に対する処分
　是正命令
・今回の違反行為の
是正、責任の所在の
明確化、役職員の法
令遵守意識の徹底
及び本人確認の徹
底を含む顧客管理
体制の構築とその
実行性の確保

・上記についてその
対応状況を書面で
報告するとともに
今後一年間、疑念口
座の抽出とそれに
対する措置の履行
状況について３ヶ
月ごとに報告

○　なりすましの疑いのある取引について本人
確認を行わない行為

（証券会社の処分を求める勧告）
　マネックス証券㈱は、少なくとも平成１５年４
月１日から平成１６年３月３１日までの間、複数の
顧客からの有価証券の委託注文の受託に際し、
この注文の発注者が取引の名義人になりすまし
ている疑いがあるにもかかわらず、本人確認を
行わないまま、この注文を受託、執行した。

１６．６．１７
（検査）

１９

※



－180－

行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

役職員（外務員）に対
する処分
　　未定

○　取引一任勘定取引の契約を締結する行為
（役職員の処分を求める勧告）
�　こうべ証券㈱神戸支店営業員（当時）は、
平成１４年８月上旬、顧客との間で、株券の売
買の受託につき、顧客の個別の取引ごとの同
意を得ないで、売買の別、銘柄、数及び価格
の全部について定めることができることを内
容とする契約を締結した上で、平成１４年８月
９日から平成１５年１０月１７日までの間、取引を
受託、執行した。（売買回数９８回、売買株数２９
万株）

�　こうべ証券㈱東京支店営業員は、平成１４年
１月９日から平成１５年２月２４日、複数の顧客
との間で、株券の売買の受託につき、顧客の
個別の取引ごとの同意を得ないで、売買の別、
銘柄、数及び価格の全部について定めること
ができることを内容とする契約を締結した上
で、平成１４年１月１０日から同年２月２０日、及
び平成１５年２月２６日から同年８月１日までの
間、取引を受託、執行した。（売買回数１５６回、
売買株数２５万株）

１６．６．２２
（検査）
（近畿）

２０

会社に対する処分
　業務改善命令
・本人確認の徹底を
含む顧客管理体制
の構築とその検証
体制の確保、役職員
の法令遵守意識の
徹底、顧客等に対す
る本人確認の再点
検を実施しその結
果報告及び責任の
所在の明確化

・上記について対応
状況を書面で報告

役職員（外務員）に対
する処分
　　未定

○　有価証券の売買又は委託の取次ぎにおいて
本人確認を行わない行為及び外務員の職務に
関する著しく不適当な行為

（証券会社及び役職員の処分を求める勧告）
　エンゼル証券㈱取締役東京支店長（当時）は、
その業務に関し、複数の法人顧客等の口座開設
に際し、口座開設申込人からの要請を受け、部
下の営業員に対して取引の任に当たる自然人等
の氏名を隠して取引を行うことを指示するなど
して、この顧客又はこの取引の任に当たる自然
人に係る必要な本人確認を行わないまま口座を
開設し、平成１５年４月１０日以降、この顧客の株
券の売買又は委託の取次ぎ注文を受託、執行し
た。
（注）　なお、この勧告では、この役員が行った
上記行為が、外務員の職務に関する著しく不
適当な行為〔証取法第６４条の５第１項第２号〕
に該当するため、この外務員１名についても
処分を求めている。

１６．６．２２
（検査）
（近畿）

２１

※



－181－

行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

会社に対する処分
　業務改善命令
・内部管理体制の充
実・強化、役職員の
法令理解の向上・法
令遵守の徹底

・再発防止策の策定・
実施及び責任の所
在の明確化

役職員（外務員）に対
する処分
　　未定

○　法人関係情報に係る不公正取引の防止上不
十分な管理の状況及び外務員の職務に関する
著しく不適当な行為

（証券会社及び役職員の処分を求める勧告）
　東海東京証券㈱は、名古屋企業金融部マネー
ジャー等が店頭売買有価証券の発行者の株式分
割に関する法人関係情報を売買審査室に報告等
していないことから、売買審査室においてこの
情報の管理に係る適切な措置を講じておらず、
また、名古屋企業金融部マネージャーは、この
情報及びこの証券会社において保有されていた
他の店頭売買有価証券の発行者の株式分割に関
する法人関係情報を飯田証券㈱の取締役営業部
長に漏洩しており、法人関係情報の管理に係る
適切な措置を講じておらず、法人関係情報に係
る不公正な取引の防止上十分でないと認められ
る状況により業務を営んでいた。
（注）　なお、この勧告では、この使用人が他社
に法人関係情報を漏洩した行為が、日証協公
慣規第８号「証券従業員に関する規則」第９
条第３項第１８号に規定する「職務上知り得た
秘密を漏洩すること」に該当するとともに、
その内容等から判断すると、外務員の職務に
関して著しく不適当な行為〔証取法第６４条の
５第１項第２号〕に該当するため、この外務
員１名についても処分を求めている。

１６．６．３０
（検査）

２２

※

会社に対する処分
業務停止命令（全店
舗）
・すべての業務の停
止２日間

　業務改善命令
・内部管理体制の抜
本的な見直し及び
責任の所在の明確
化
・法人関係情報にか
かる不公正取引防
止に向けた再発防
止策の策定
・全職員に対する法
令遵守意識の徹底

役職員（外務員）に対
する処分
未定（使用人４名
は対象外）

○　法人関係情報を提供して勧誘する行為及び
法人関係情報に係る不公正取引の防止上不十
分な管理の状況

（証券会社及び役職員の処分を求める勧告）
�　飯田証券㈱は下記役員３名のほか使用人４
名が、その業務に関し、複数の店頭売買有価
証券の発行者の株式分割に関する法人関係情
報を提供してこの店頭売買有価証券の買付け
の勧誘を行った。
�　取締役営業部長は、その業務に関し、東
海東京証券㈱名古屋企業金融部マネー
ジャーから、平成１６年１月２７日、この法人
関係情報の伝達を受け、平成１６年１月２８日
から同年２月１６日にかけて、多数の顧客に
対し、この法人関係情報を提供してこの店
頭売買有価証券の買付けの勧誘を行った。

�　代表取締役社長は、その業務に関し、取
締役営業部長からこの法人関係情報の伝達
を受け、平成１６年２月２日から同月１３日に
かけて、複数の顧客に対し、この法人関係
情報を提供してこの店頭売買有価証券の買
付けの勧誘を行った。

１６．６．３０
（検査）
（関東）

２３



－182－

行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

�　取締役本店統括部長は、その業務に関し、
取締役営業部長からこの法人関係情報の伝
達を受け、平成１６年２月２日から同月９日
にかけて、顧客に対し、この法人関係情報
を提供してこの店頭売買有価証券の買付け
の勧誘を行った。

�　代表取締役社長は、その業務に関し、取締
役営業部長から複数の店頭売買有価証券の発
行者の株式分割に関する法人関係情報の伝達
を受け、平成１６年２月２日から同月１３日にか
けて、複数の顧客に対し、この法人関係情報
を提供してこの店頭売買有価証券の買付けの
勧誘を行ったばかりか、営業会議の場でこの
法人関係情報を提供した勧誘を役職員に推奨
する状況を自ら作り出す等、法人関係情報の
管理が法人関係情報に係る不公正取引の防止
上十分でないと認められる状況により業務を
営んでいた。

２３
つづき

会社に対する処分
　　未定

役職員（外務員）に対
する処分
　　未定

○　�利益保証等を約した勧誘、取引一任勘定
取引の契約の締結、及び損失の補てん又は利
益に追加するため財産上の利益を提供する行
為、�金融先物取引業に関し、著しく不当と
認められる行為

（証券会社及び役職員の処分を求める勧告）
�　エー・シー・イー・インターナショナル㈱
取締役会長は、その業務に関し、
①　平成１３年３月から平成１５年９月にかけ
て、多数の顧客に対し、海外市場における
通貨先物オプション取引につき、イ．損失
の全部若しくは一部を当社が負担すること
を約し、又は利益を保証して勧誘し、ロ．
取引などの種類、対象通貨、売買の別、対
価の額等、金融先物取引法施行規則第２４条
各号に定める事項の全部について、顧客の
同意を得ないで定めることができることを
内容とする契約をそれぞれ締結した上で、
平成１３年４月２日から平成１５年９月１８日ま
での間、取引を受託、執行した。

②　平成１３年６月から平成１５年１２月までの
間、多数の顧客に対し、海外市場における
通貨先物オプション取引について生じた顧
客の損失の全部又は一部を補てんし、又は
顧客の利益に追加するため、顧客に損失が
生じた取引を自己に付け替え、あるいは、
自己に利益が生じた取引を顧客に付け替え
る方法により、これらの顧客に財産上の利
益を提供した。

１６．６．３０
（検査）
（関東）

２４



－183－

行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

�　エー・シー・イー・インターナショナル㈱
は、海外市場における通貨先物オプション取
引（以下この事例において、「オプション取引」
という。）の顧客への勧誘を積極的に行ってい
たが、一方で、営業部門から独立した顧客の
日々の取引状況のチェックなどの顧客管理体
制の整備を行っておらず、また、実施してい
た顧客面談制度等が形骸化しており、さらに
取締役社長等が、営業員に対し、営業に係る
社内ルール等の条件を緩和するなどの指示や
短期間での買増勧誘等の指示を行っていた。

　そのような状況の中で、オプション取引につ
いて、多数の営業員が、多数の顧客に対し、
口座開設直後から、顧客に十分な投資判断能
力が培われないうちに、短期間に一度も損益
の結果を出すことがないまま数十枚もの建玉
を勧めるなど、顧客の資産、能力等に照らし
て過大な投機的取引を勧誘し、その結果、こ
れらの顧客に多額の損失を発生させており、
当社は、海外金融先物取引の受託にあたり、
「金融監督等にあたっての留意事項について
（事務ガイドライン）」９－２－４�に規定す
る「過大な投機的取引の防止」に努めていな
かった。

２４
つづき

会社に対する処分
　業務停止命令
・全店舗のすべての
業務停止３日間
・本店営業部及びＰ
Ｂ営業部の株券の
売買に係る受託業
務の停止

　業務改善命令
・内部管理体制の抜
本的な見直し、責任
の所在の明確化及
び責任ある経営態
勢の確立
・売買管理体制の充
実・強化等再発防止
策の策定及び役職
員に周知徹底
・全社員に対する法
令遵守意識の徹底

役職員（外務員）に対
する処分
　　未定

○　実勢を反映しない作為的相場が形成される
こととなることを知りながら一連の有価証券
の売買取引の受託等をする行為及びなりすま
しの疑いのある取引について本人確認を行わ
ない行為

（証券会社及び役職員の処分を求める勧告）
�　ゲット證券㈱代表取締役社長、取締役営業
第一部長（当時）、営業第一部次長（当時）及
び営業部長は、その業務に関し、平成１３年６
月５日から平成１４年１０月２８日の間、㈱キャッ
ツ株式に係る相場操縦事件に係る犯則嫌疑者
（告発と同時に起訴）が、高指値注文の連続
発注による買付け等の方法により、この株券
の株価の引上げを意図していることを知りな
がら、この株券の売買注文を受託、執行した。

�　ゲット證券㈱営業部長は、平成１５年１月６
日以降、㈱キャッツ株式に係る相場操縦事件
に係る犯則嫌疑者（告発と同時に起訴）が複
数の法人口座において、これらの法人になり
すまして取引を行っていることを知りなが
ら、本人確認を行わないまま、取引を受託、
執行した。

１６．６．３０
（検査）
（関東）

２５

※



－184－

行政処分等の内容勧告の対象となった法令違反等の内容
勧告実施
年　月　日
（区分）

一連
番号

会社に対する処分
　業務停止命令
・本店投資営業部の
株券売買受託業務
の停止

　業務改善命令
・内部管理体制の充
実・強化等及び責任
の所在の明確化
・売買管理体制の充
実・強化等再発防止
策の策定及び役職
員に周知徹底
・全社員に対する法
令遵守意識の徹底

○　実勢を反映しない作為的相場が形成される
こととなることを知りながら一連の有価証券
の売買取引の受託等をする行為

（証券会社の処分を求める勧告）
　丸三証券㈱は、平成１３年６月８日から同年７
月１０日の間、㈱キャッツ株式に係る相場操縦事
件に係る犯則嫌疑者（告発と同時に起訴）が、
高指値注文による買付け等の方法により、この
株券の株価の引上げを意図していることを知り
ながら、この株券の売買注文を受託、執行した。

１６．６．３０
（検査）
（関東）

２６

※



勧告事案の概要一覧表　補足説明

○大阪証券取引所に係る勧告資料（勧告事案の概要一覧表　一連番号２）

１．検査の概要

�　検査業務

①　検査業務を行う検査員の構成が経験年数及び年齢階層からみ

てバランスの取れたものとはなっておらず、また、検査手法向

上のための部内研修など具体的な施策が実施されていないなど

長期的な視野に立った人材育成が行われていなかった。

②　検査を実施する取引参加者の選定に関して、明確な基準が設

けられておらず、また、大阪証券取引所市場における取引状況

や同社内の関係部署で把握された情報など、検査周期以外の要

素が加味されていなかった。

�　検査に基づく措置業務

　検査の結果、取引参加者に対する「処分」「勧告」「注意喚起」

「要請」といった措置を行う場合の措置基準が整備されておらず、

実際の適用に際し、組織的な検討がなされていなかった。

�　市場監理業務

①　市場監理業務を行う取引審査担当者の構成が経験年数及び年

齢階層からみてバランスの取れたものとはなっておらず、また、

取引審査能力向上のための部内研修など具体的な施策が実施さ

れていないなど長期的な視野に立った人材育成が行われていな

かった。

②　株価指数オプション取引について、関与率、価格変動及び大

口対当などの抽出基準を設けているものの、当該基準はオプ

ション取引の商品性格を踏まえた条件設定ではなかったことか

－185－



ら、抽出件数が膨大となり、平成９年以降、抽出作業を中止し

ていた。また、株券オプション取引について、価格形成調査の

観点から設定されている抽出基準における数値基準が取引実態

に比べ高過ぎることから、抽出基準に該当する事例がなかった。

また、これらの抽出基準についての見直しが全く検討されてい

なかった。

③　株券オプション取引に係る調査について、仮装・馴合取引の

観点から抽出された取引であるにもかかわらず、約定価格と理

論価格の乖離が一定の範囲内かどうかなど価格形成面の調査を

行うにとどまっており、対当取引を行った証券会社の自己取引

の内容や委託者の属性把握といった調査が行われていなかっ

た。

�　関係部署の連携

　自主規制本部内の各グループ間の連携や自主規制本部以外の関

係各部署との情報交換が十分図られておらず、各種の情報が検査

業務及び市場監理業務に活かされていなかった。
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○みずほインベスターズ証券に係る勧告資料

 （勧告事案の概要一覧表　一連番号４）

１．投資手法の概要

　当社においては、日経２２５連動型上場投信（ＥＴＦ）の売買と、日

経２２５株価指数オプション取引（コールオプションの売買）を組み合

わせた投資手法（以下「カバードコール戦略」という。）を策定し、

当該手法による取引を顧客に勧誘していた。

　具体的には、

①　顧客は、ＥＴＦ１，０００口を１単位として購入すると同時に、オプ

ション取引については、翌限月でかつＥＴＦ購入価格の上値で最

も近接している権利行使価格のコールオプションを１単位売却す

る。

②　コールオプション限月の最終売買日直前時点で、日経平均株価

が権利行使価格を上回っている場合は、コールオプションを反対

売買しオプション取引の決済を行うと同時にＥＴＦを売却し、一

旦、ポジションを全て解消する。その後再び上記①の投資を行う。

③　コールオプション限月の最終売買日前に、日経平均株価が権利

行使価格を上回っていない場合、コールオプションは反対売買に

より決済し、ＥＴＦはそのまま継続保有する。その後、ＥＴＦの

実勢価格の上値で最も近接している権利行使価格のコールオプ

ションの売りを再度行う。

という投資手法である。

２．誤解を生ぜしめるべき表示その１

　当社本店営業部長が作成し、当該投資手法の勧誘に際し顧客に交

付して商品内容を説明していた「ＥＴＦを利用したカバードコール
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戦略のご提案」（以下「提案書」という。）は、ＥＴＦを時価１０，５００

円で１，０００口を１単位として購入するとともに、購入価格の上値で最

も近接した権利行使価格１１，０００円のコールオプションを１単位売却

し、２５０，０００円のプレミアムを得るという具体例を示して当該投資

手法の内容について解説するものであるが、取引開始後に日経平均

株価が１１，０００円を上回らない場合に関する説明として、以下の記載

がされている。

３）限月取引最終日（又は、ＳＱ）までに、日経平均株価が１１，０００

円を上回らない場合。

反対売買（又は、権利の自動消滅）により、受取のコールプレミ

アムは利益（雑所得）となる。

２）の取引を再度行う。（その時点のＥＴＦ≒日経平均株価水準に

より、１０，５００円、１１，０００円のコールオプションが売却銘柄対象と

なる。）

限月毎に、年間１２回の取引が可能であり同一条件とすると、年間、

２３９，５００円×１２回－２，６２５円（反対売買（又は、権利消滅）時のオ

プション手数料と消費税）×１２回

＝２，８４２，５００円の収益

この金額は課税前で、収益として年利換算すれば約２７％の利回り

であり、ヘッジコストとしては日経平均株価で７，６００円台までヘッ

ジしたことになる。

　しかし、日経平均株価が１１，０００円を上回らない場合に当該投資手

法で年率２７％の収益を得る場合は、オプション取引を反対売買によ
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り決済せずにＳＱ決済し、毎月の限月取引最終日に日経平均株価指

数が１０，５００円付近である状況が年間を通じて１２回連続して発生し、

かつ、毎月権利行使価格１１，０００円のコールオプションが２５万円で売

却できる場合に限定される。

　提案書には、そうした前提条件が明記されていないこと等から、

当該記載は、顧客に当該投資手法の投資効果について「本件カバー

ドコール戦略が、日経平均株価が１１，０００円を上回らない場合に、年

利２７％もの高い収益が得られるような投資手法である」との誤解を

生ぜしめるべきものと認められる。

　なお、現実の日経平均株価指数の動きや以下の点等を考慮すると、

上記の状況が現実の市場で発生する可能性はほとんどない。

・　一年間を通じて株価が膠着している状態において権利行使価格

１１，０００円のコールオプションの市場価格が常に一定の価格で売却

できる可能性はオプションの理論からするとほとんどない（株価

が膠着している状況では市場参加者が予測するボラティリティが

低下していくことが多く、そうするとオプションの価格が低下し

ていくことが想定される。）。

・　実際の本件戦略では、株価の膠着局面や下落局面においては、

常にＳＱ決済ではなく反対売買によってオプションの決済を行っ

ており（実際に５０顧客のオプション買い戻しコストの実績は一単

位あたり平均約１８万円となっている。）、計算式に買い戻しコスト

の部分に関する記載がなくＳＱ決済を前提としていると思われる

当該記載の収益額や利回りはそもそも本件戦略におけるオプショ

ンの収益として発生する可能性のないものである。
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３．誤解を生ぜしめるべき表示その２

　また、当社本店営業部長は既に本件戦略の取引を行っている顧客

の投資実績が一覧表になっている「ＥＴＦカバードコール総合管理

台帳」（以下「残高表」という。別紙参照）を作成し、勧誘時に本件

戦略の投資実績の問い合わせがあった場合に、当該残高表を顧客に

提示している。

　残高表は、当該投資手法による取引を行っている顧客毎のＥＴＦ

及びコールオプションの保有状況と取引開始以降の損益の状況を並

べた一覧表であるが、各顧客の損益状況を示す「合計損益」部分に

は、各顧客が保有するＥＴＦの含み損益が算入されておらず、その

ため当該投資手法による取引全体の実際の損益の状況を反映したも

のとなっていない。また、残高表には、残高表作成当時のＥＴＦの

価格と顧客毎のＥＴＦの買付け数量・単価並びに全顧客のＥＴＦ評

価損益の合計額が別途記載されているが、各顧客の保有するＥＴＦ

の含み損益はどこにも表示されていない。

　このため、例えば、平成１５年１月末時点の残高表を見ると、５０名

の個人顧客のうち７割以上の３８名の「合計損益」が黒字の実績となっ

ているが、各顧客の保有するＥＴＦの含み損益等を加えた当該投資

手法による取引全体の実際の損益状況は、５０顧客全員が赤字の投資

実績となっている。

　本店営業部長が本件戦略勧誘の際に、当該残高表を提示して、各

顧客の本件戦略の投資実績について説明をした行為は、本件戦略の

投資実績という重要な事項につき誤解を生ぜしめるべき表示をする

行為であると認められる。

　なお、本店営業部長は、残高表を自らのパソコンの中の表計算ソ
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フトのファイルで作成、管理を行っていたものであるが、当該ファ

イルには本件残高表にある顧客毎の「受取プレミアム合計」「ＥＴＦ

売却利益」「合計損益」の項目の他に、この項目の右の方にＥＴＦの

含み損益を示す項目や、本件戦略の実現損益とＥＴＦ含み損益の本

件戦略の合計の損益を示す項目が設けられており、顧客毎に数値の

記載がされている。本店営業部長は、これらのＥＴＦの含み損に関

する項目の部分を除いて印刷をして残高表を作成し、顧客に提示し

ていた。

４．当社の勧誘を受けて当該投資手法による取引を行っている顧客の

属性

　平成１５年１月末時点の個人顧客５０名は、いずれもオプション取引

は初めての顧客である。年齢構成は、６０歳未満が１２名、６０歳以上７０

歳未満が２２名、７０歳以上８０歳未満が１５名、８０歳以上が１名となって

いる。 
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 （別紙）
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○ソシエテ　ジェネラル　セキュリティーズ　ノース　パシフィック　

リミテッドに係る勧告資料（勧告事案の概要一覧表　一連番号７）

１．本件ＥＢの仕組み
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２．本件ＥＢの概要

  対 象 株 式 ： α社株式

  発 行 者 ： 当社の親法人（海外の金融機関）

  売 出 人 ： 国内準大手証券会社

  発 行 額 ： 約１０億円

  額 面 金 額 ： ７８３千円

  転 換 価 格 ： ７８３円

  発 行 日 ： 平成１３年６月２０日

  償 還 日 ： 平成１３年１１月２１日

  ク ー ポ ン ： 年率５．６％

  償 還 条 件 判 定 日 ： 平成１３年１１月１４日

  判定に使用する株価 ： 償還条件判定日の東証終値
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３．作為的相場の形成状況（概略）

【取引経過】

①　当該銘柄が１４：５８に７８３円で約定した後、当社は、転換価格から１

円低い７８２円１０万株の売付注文を発注し、更に同じ指値（７８２円）で

２０万株の売付注文を発注した（計３０万株・上記Ａ）。

②　この間、市場では、①の当社の売付注文Ａの一部が成行及び７８２円

の買付注文をさらい（上記イ）、約定値段を７８２円とし、①の売付注

文Ａの残（約２５万株）が全て消化されない限り７８３円以上の終値にな

らない状況となり、大引けを迎えた。

③　この結果、当日は転換価格から２円低い７８１円で引けた（上記ロ）。

なお、当社の売付注文の大半は未約定となった。
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○みずほインベスターズ証券に係る勧告資料

 （勧告事案の概要一覧表一連番号９）

・作為的相場の形成状況
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（注）取引所立会内売買のルールでは、取引価格の継続性の観点から、直近約定価格から更
新値幅（当該銘柄では５円）の範囲内の価格でないと即時に売買が成立しないことと
しており、その値段を超えてしまう場合には、新たな注文を呼び込むため「特別気
配」の表示を行うこととしている。その後、新たな注文が入らずその特別気配値段で
売買が成立しない場合には、５分間隔で特別気配を更新し、徐々に売買が成立する価
格に近づけていき、売買を成立させることとしている。

【取引経過】
�　当該銘柄は、１３：４８に２７５円で約定した後、買付注文の最も高い値段は２７５円（その下
は２６０円まで無い状態）、売付注文の最も低い値段は２７９円となっていた。

�　このような状況の中、１４：３０ころ、当社は顧客から他の銘柄の株式の買付けと共に当
該銘柄３０千株の売付けの依頼を受け、当社ディーラーは、当該銘柄の板の状況からみて
２５９円なら自己で買ってもよいと判断し、当該売付注文を２５９円で受託することとした。
そして、当社ディーラーは、当該価格で当社自己勘定の買付注文と顧客の当該売付注文
を対当させ即時に約定させるために、当該銘柄の株価を引き下げる目的で、売特別気配
が表示され売買が停止することを回避することのできる①②の自己の買付注文各１千
株を１４：４３に続けて発注。
�　上記�の自己の買付注文により、顧客の２５９円の売付注文を発注しても特別気配が表
示されるおそれが解消されたため、当社ディーラーは、顧客の注文に対当する自己の買
付注文③２５９円２４千株（板の状況から当該株数で足りることを確認済み）を１４：４３に発
注し、その後に顧客の売付注文④２５９円３０千株を１４：４４に発注することで、２７５円であっ
た株価を１４：４５に２５９円まで引き下げた。その後、この値段が終値となった。



○ＵＢＳセキュリティーズ・ジャパン・リミテッドに係る勧告資料

 （勧告事案の概要　一連表１６）

＜事例１＞

　当社のアナリストＡは、平成１５年５月にα社を取材し、α社の経理部

マネージャーより同社の自己株式の取得に係る法人関係情報を入手し、

「６月の株主総会で承認を得られれば、自社株買いを実施したいとして

いる。同社によると、規模は（発行済み株数の）５％以上１０％未満にな

る模様である。」とレポートに記載した。

　当該レポートは、審査担当者の審査を経て、当該情報を掲載したまま

取材の翌日に当社の顧客及び役職員がアクセス可能なウェブサイトに掲

載されるとともに多数の顧客にメールで送付されたほか、アナリストＡ

によって営業担当者等に説明されている。

　なお、α社は当該情報をレポート発表の翌週に公表している。

＜事例２＞

　当社のアナリストＡは、平成１５年３月にβ社を取材し、β社の財務部

長より同社の決算の下方修正に係る法人関係情報を入手し、「今期純利益

目標を（略）下方修正：３月２６日の時点で保有株式の評価損が１７億円に

達すると予想、今期の最終損益を１５～１６億円の赤字と見ている。」とレ

ポートに記載した。

　当該レポートは、審査担当者の審査を経て、当該情報を掲載したまま

同年４月に当社の顧客及び役職員がアクセス可能なウェブサイトに掲載

されるとともに多数の顧客にメール等で送付されたほか、アナリストＡ

によって営業担当者等に説明されている。

　なお、β社は当該情報をレポート発表の翌々週に公表している。

　本件２件については、情報の内容が「自己株式の取得」及び「決算の
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下方修正」であり、証券取引法第１６６条第２項第１号ニ及び第３号におい

て重要事実として列挙されている事項であること、また、それらの情報

が未公表であり、当社のアナリストが情報を入手した経緯や内容等から

見て、「上場会社等の運営、業務又は財産に関する公表されていない重要

な情報であって顧客の投資判断に影響を及ぼすと認められるもの」であ

ることから、法人関係情報に該当すると認定し、その管理の状況が不十

分であることから、「証券会社が取得した法人関係情報の管理の状況が法

人関係情報に係る不公正な取引の防止上十分でないと認められる状況」

に該当する業務を営む行為に該当すると認定した。
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○マネックス証券に係る勧告資料

 （勧告事案の概要一覧表　一連番号１９）

　当社が平成１５年３月２９日現在で行った顧客口座についての調査の結

果、

異姓・異住所で、

�「携帯電話番号が同一」　　の口座　約　５０口座

�「メールアドレスが同一」の口座　約　７００口座

�「設置型電話番号が同一」の口座　約２０００口座

の延べ約２７５０口座を「取引の相手方が口座名義人になりすましている疑

いがある口座」として把握。

　このうち、疑わしい状況を払拭する措置を一切講じていないものに

限っても、少なくとも、当該口座抽出後の平成１５年４月１日から同１６年

３月３１日までの１年間に、約１２００口座において、有価証券の委託注文の

受託に際し、当該注文の発注者が取引の名義人になりすましている疑い

があるにもかかわらず、本人確認を行わないまま当該注文を受託、執行

していたものである。
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○エンゼル証券に係る勧告資料（勧告事案の概要一覧表　一連番号２１）

　本人確認法に違反するものとして、以下のような事例が認められた。

（事例１）

　取締役東京支店長（当時。以下「東京支店長」という。）は、投資アド

バイス会社を経営するＡから「非居住者法人名義の口座を開設したいが、

投資顧問業における無認可での投資一任業務と疑われるおそれや、運用

益が自分のみなし所得とされるおそれがあるため、自分の名前を出さな

いでほしい」と要請され、Ａが何らかの不正行為を行うとの認識を持ち

ながら、この要請を受け入れて、本人確認を行わないまま取引を受託、

執行するよう部下に指示している。

＊　本人確認法（平成１５年１月６日施行）によると、法人が取引を行う

場合、当該法人のほか、当該法人名義での取引の任に当たっている自

然人についても本人確認を要する（法第３条第２項）とされており、

本件行為は本人確認法に違反するものである。

（事例２）

　東京支店長は、Ｂから「特定銘柄の上場株式を大量（発行済み株式数

の１５％弱）に買い付けるため、非居住者で名義の異なる３法人での口座

を開設したいが、自分の名前を出さないでほしい」と要請され、Ｂが３

口座に分割して株式を買い付けることにより、外形上、証券取引法に規

定する「大量保有報告書」の提出義務を免れるためではないかとの認識

を持ちながら、この要請を受け入れて、Ｂの指定する者の本人確認を書

類不備の状態で行い、取引を受託、執行するよう部下に指示している。
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＊　証券取引法第２７条の２３第３項において、大量保有報告書の提出義務

は、自己又は他人の名義をもって発行済み株式数の５％以上を所有す

る者にも課されており、本件は、これに該当するおそれがある。
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○東海東京証券に係る勧告資料（勧告事案の概要一覧表　一連番号２２）

＜法人関係情報に係る不公正取引の防止上不十分な管理の状況＞

　当社は、店頭売買有価証券の発行者であるα社の主幹事であり、名古

屋企業金融部マネージャー（以下「マネージャーＡ」とする。）がα社を

担当している。

　マネージャーＡ等は、その業務に関してα社の経営企画室長から株式

分割の公表日等に関する法人関係情報を取得したものの、当該情報を売

買審査室に報告していないことから、売買審査室において当該情報の管

理に係る適切な措置を講じていない。

　なお、当該情報は、情報の内容が「株式の分割」であり、証券取引法

第１６６条第２項第１号において重要事実として列挙されている事項であ

ること、当該情報が未公表であること、当社のマネージャーＡが当該情

報を入手した経緯や内容等から見て、「上場会社等の運営、業務又は財産

に関する公表されていない重要な情報であって顧客の投資判断に影響を

及ぼすと認められるもの」であることから、法人関係情報と認定した。

　また、マネージャーＡは、その業務に関して、α社から取得した当該

情報及び当社が保有していた店頭売買有価証券の発行者であるβ社の株

式分割の公表日等に関する法人関係情報を飯田証券株式会社の取締役営

業部長に漏洩し、飯田証券株式会社において法人関係情報を提供した勧

誘等の不公正取引が行われるおそれがある状態を作りだしている。

　このように、当社の法人関係情報の管理の状況が不十分であることか

ら、「証券会社が取得した法人関係情報の管理の状況が法人関係情報に係

る不公正な取引の防止上十分でないと認められる状況」に該当する業務

を営む行為に該当すると認定した。
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＜外務員の職務に関して著しく不適当な行為＞

　マネージャーＡが、α社及びβ社の法人関係情報を飯田証券株式会社

の取締役営業部長に漏洩した行為は、日本証券業協会の証券従業員に関

する規則（公正慣習規則第８号）第９条第３項第１８号に規定する「職務

上知り得た秘密を漏洩すること」に該当するとともに、その内容等から

判断すると、証券取引法第６４条の５第１項第２号に規定する「外務員の

職務に関して著しく不適当な行為」に該当すると認定した。
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○ゲット證券に係る勧告資料（勧告事案の番号　一連番号２５）

　ゲット證券株式会社については、代表取締役社長が、被告人の株価引

上げの意図を知りながら、被告人によるキャッツ株式に係る全ての注文

（相場操縦認定期間（平成１３年６月４日から同年７月１８日）以外の取引

を含む。）について、部下に指示し、取引を受託、執行させたというもの

である。

　当該社長の指示を受けた取締役営業第一部長は平成１３年９月２８日から

同１４年５月１５日の間、営業第一部次長は同１３年６月５日から同１４年６月

１９日の間、営業部長は同１４年６月２７日から同年１０月２８日の間、それぞれ

被告人が高指値注文の連続発注による買付け等の方法により、キャッツ

株式の株価の引上げを意図していることを知りながら、売買注文を受託、

執行している。

（取引事例）

①　平成１３年６月５日（１４：４８　直近約定価格３，５３０円）

　１４：４８以降、６回にわたり高指値注文を連続して発注し、株価を

３，６００円まで引き上げ、終値（１４：５７）を形成している。同時刻以降

の市場シェア９８％。

②　平成１３年７月１８日（１３：２２　直近約定価格３，７３０円）

　１３：２２以降、１１回にわたり高指値注文を連続して発注し、株価を

３，９４０円まで引き上げ、終値（１４：５７）を形成している。同時刻以降

の市場シェア９６％。
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○丸三証券に係る勧告資料（勧告事案の概要一覧表　一連番号２６）

　丸三証券株式会社については、投資営業部歩合外務員が、平成１３年６

月８日から同年７月１０日の間、被告人が高指値注文による買付け等の方

法により、キャッツ株式の株価の引上げを意図していることを知りなが

ら、売買注文を受託、執行している。

（取引事例）

①　平成１３年６月１１日（９：３２　直近約定価格３，６５０円）

　９：３２から１０：３４の間、１０回にわたり高指値注文を発注し、株価

を３，７４０円まで引き上げている。この間の市場シェア２５％。

②　同月１３日（９：３２　直近約定価格３，８８０円）

　９：３２から１０：０７の間、６回にわたり高指値注文を発注し、株価

を３，９５０円まで引き上げている。この間の市場シェア１９％。
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２－４　建議実施状況

１　建議実施件数一覧

 （単位：件）

２　建議案件の概要一覧表

 （１６年６月末現在）
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合計１５年度１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度４～９年度区 分

４１２００１００
検 査 結 果 に

基 づ く 建 議

３００００１０２
犯則事件調査の結果

に 基 づ く 建 議

措置の状況建　　議　　の　　内　　容
建　議

年月日

　日本証券業協会

は、登録審査に関し、

①証券会社と公認会

計士等との十分な連

携、②審査項目の見

直し、③申請会員と

協会の連携等の改善

策を講じている。

　重要な事項につき虚偽記載のある有価証

券報告書の提出の嫌疑に係る犯則事件の調

査の結果、店頭売買有価証券の登録審査につ

いて問題点が認められたので、日本証券業協

会の店頭売買有価証券の登録に関する規則

等について、会員証券会社等による厳正かつ

深度ある登録審査を確保し、投資者保護に十

全を期する観点から、必要かつ適切な措置を

講じるよう建議した。

６．６．１４

　各証券取引所で

は、株券の売買等に

ついて、証券会社に

対して自己・委託の

別の入力を義務付け

る措置を講じ、実施

済である。

　大手証券会社による損失補てん事件につ

いて、犯則事件の調査等を行った結果、法令

遵守のための内部管理に関して問題点が認

められたので、委託注文と自己の計算による

取引の区分の制度化等、法令遵守のための内

部管理体制の充実・強化の観点から、必要か

つ適切な措置を講じるよう建議した。

９．１２．２４
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措置の状況建　　議　　の　　内　　容
建　議

年月日

　大蔵省は、ガイド
ラインを改正し、銀
行業等を営む会社の
財務諸表における担
保資産の注記を義務
付けるとともに、全
銀協等は、会員に関
連当事者との取引の
開示を徹底すること
を通知した。

　日本長期信用銀行及び日本債券信用銀行
の有価証券報告書の虚偽記載に関し、犯則事
件の調査を行った結果、銀行が提出する財務
諸表について問題点が認められたので、銀
行・信託業等における担保資産の開示、関連
当事者との取引の十分な開示の観点から、必
要かつ適切な措置を講じるよう建議した。

１１．１２．２１

　金融監督庁は、日
本証券業協会に対し
会員に不適正な投資
勧誘について周知・
指導の徹底を要請す
る旨の文書を発出す
るとともに、財務局
ほか関係先にも通知
した。

　証券会社の検査を行った結果、証券投資信
託の償還乗換えの際の優遇措置の未利用取
引、同一外貨建て商品間の売買に係る不適正
な取扱いという営業姿勢に関する問題点が
認められたので、顧客に対する誠実かつ公正
な業務の執行の観点から、必要かつ適切な措
置を講じるよう建議した。

１２．３．２４

　金融庁は、行為規
制府令を改正し、証
券会社の業務の状況
につき是正を加える
ことが必要な場合と
して、「募集期間中ま
たは売出期間中に生
じた投資判断に影響
を及ぼす重要な事象
について、個人の顧
客に対して説明を
行っていない状況」
を追加するととも
に、事務ガイドライ
ンに具体的なケース
を規定した。

　証券会社の検査を行った結果、①発行会社
の既発債の市場における流通利回りが大幅
に上昇している状況下における普通社債の
個人投資家向けの募集の取扱い、②対象株式
の株価が大幅に下落している状況下におけ
る他社株券償還特約付社債券の個人投資家
向けの売出しに関して証券会社の営業姿勢
に問題点が認められたので、これらを取得す
る個人投資家を保護するためのルールの整
備を建議した。

１５．４．２２
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措置の状況建　　議　　の　　内　　容
建　議

年月日

　金融庁は、行為規

制府令を改正し、証

券会社の業務の状況

につき是正を加える

ことが必要な場合と

して、「実勢を反映し

ない作為的相場を形

成させるべき一連の

有価証券の売買取引

の受託等に関して、

当該取引を防止する

ための売買管理が十

分でないと認められ

る状況」を追加する

とともに、この「売

買管理」について事

務ガイドラインに具

体的に規定した。ま

た、顧客が空売り規

制の潜脱行為を防止

するための管理の徹

底や、本人確認の徹

底についても事務ガ

イドラインに具体的

に規定した。

　証券会社の検査を行った結果、インター

ネット取引を取り扱う複数の証券会社の検

査において、①証券会社が、インターネット

取引において、不十分な売買審査体制の下

で、買い上がり買付けと自己対当取引を繰り

返す等の作為的相場形成となる顧客の注文

を継続的に受託している行為、②証券会社

が、インターネット取引において、個人顧客

が空売りの価格規制を潜脱する目的で行っ

たと認められる短時間に連続する複数回の

信用売り注文を受託し、これを発注している

行為、③証券会社が、インターネット取引に

おいて、顧客の注文が本人になりすましてい

る疑いがある取引であるにもかかわらず、こ

れを受託している行為が認められたので、市

場の公正性を確保するため、インターネット

取引を取り扱う証券会社の売買審査体制や

顧客管理体制の適正性を確保させるための

適切な措置を講じるよう建議した。

１５．６．３０
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措置の状況建　　議　　の　　内　　容
建　議

年月日

　金融庁は、日本証
券業協会に対しアナ
リスト・レポート及
びこれを作成したア
ナリストに対する適
切な管理体制の構築
について周知・指導
の徹底を要請し、こ
れを受け日本証券業
協会は「アナリスト・
レポートの取扱い等
について」（理事会決
議）を改正し、証券
会社が、契約等に基
づき外部アナリスト
が執筆したアナリス
ト・レポートを使用
する場合には、外部
アナリストの有価証
券の売買等に関し、
外部アナリストの公
正かつ適正な業務の
遂行が確保されるた
めの措置が講じられ
ていることの確認
や、対価の支払い又
は銘柄の指定等をし
て外部アナリストに
アナリスト・レポー
トの作成を依頼した
場合には、その旨を
顧客に通知又はアナ
リスト・レポートに
表示することなどを
追加した。

　証券会社の検査を行った結果、①証券会社
が、自社に所属しないアナリストとの間で、
投資者への勧誘等に際し使用するためのア
ナリスト・レポートの作成に係る契約を締結
したが、このアナリストは、その契約に基づ
き作成する個別の発行体に関するアナリス
ト・レポートに、この発行体に係る株券につ
いて新規に買い推奨を示すレーティングを
付した場合に、同レポートの投資者への公表
前にこの株券の買付けを行い、公表後に売付
けを行うといった行為を繰り返しており、証
券会社のアナリスト・レポート及びアナリス
トに係る管理が十分なものとは認められな
い状況、②証券会社が、情報提供会社に対し、
銘柄を指定した上、対価を支払ってアナリス
ト・レポートの作成を依頼したが、同レポー
トがそのような事情の下で作成されたこと
を同レポートに表示することなく投資者に
対し公表している状況が認められたので、投
資者保護及び市場の公正性、透明性を高める
観点から、アナリスト・レポート及びこれを
作成したアナリストに対する適切な管理体
制を構築させるための措置を講じるよう建
議した。

１５．１２．１６



平成１５年１２月１６日付建議の補足説明

１．建議の趣旨

　投資者保護及び市場の公正性、透明性を高める観点から、証券会社

が投資者の勧誘等に際し使用するアナリスト・レポートに関する利益

相反行為等を防止するため、アナリスト・レポート及びこれを作成し

たアナリストに対する適切な管理体制を構築させるためのルールの整

備を、金融庁に建議する。

２．証券会社の検査で認められた状況

�　証券会社が、自社に所属しない証券アナリストとの間で、投資者

への勧誘等に際し使用するためのアナリスト・レポートの作成に係

る契約を締結したが、このアナリストは、その契約に基づき作成す

る個別の発行体に関するアナリスト・レポートに、当該発行体に係

る株式について新規に買い推奨を示すレーティングを付した場合

に、同レポートの投資者への公表前に当該株式の買付けを行い、公

表後に売付けを行うといった行為を繰り返しており、証券会社のア

ナリスト・レポート及び証券アナリストに係る管理が十分なものと

は認められない状況が認められた。

・Ａ証券会社は、株式業務の強化を目的に社外からアナリストを採

用する方針の下でアナリストを探していたが、証券会社に所属し

ないアナリスト甲との間で、アナリスト・レポートの作成に係る

業務委託契約を締結することとなった。

・その際、Ａ社は、甲に対し、甲の証券取引を管理するため取引口

座の当社への移管を求めたが、これを拒否されたことから、甲と

の間の契約書に甲が法令遵守を行う旨の条項を入れることとし、

その後の契約更新にあたっても同様の内容で更新した。その結
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果、Ａ社は、甲の作成したアナリスト・レポートに甲自身の証券

取引上の利害関係の存在を明らかにするなどの措置をとらないま

ま、株式営業において当該アナリスト・レポートを使用してい

た。

・このような状況下で、当該契約期間中、甲は、この契約に基づき

作成する個別の発行体に関するアナリスト・レポートに、この発

行体に係る株式について新規に買い推奨を示すレーティングを付

した場合には、Ａ社による当該アナリスト・レポートの投資者へ

の公表前に当該株式の買付けを行い、公表後に株価が上昇した時

点で売付けを行うといった行為を繰り返していた。

�　証券会社が、情報提供会社に対し、銘柄を指定した上、対価を支

払ってアナリスト・レポートの作成を依頼したが、同レポートがそ

のような事情の下で作成されたことを同レポートに表示することな

く投資者に対し公表している状況

・Ｂ証券会社は、情報提供会社に対し、新規公開株式や、Ｂ社の顧

客が保有する銘柄のうち特定の銘柄に関するアナリスト・レポー

トの作成を依頼し、Ｂ社のインターネットのウェブ上に当該アナ

リスト・レポートを掲載し、Ｂ社に口座を開設している顧客に対

し、無料で閲覧させていた。

・当該掲載に際して、Ｂ社は、当該情報提供会社に対し、アナリス

ト・レポート作成を指示する際、Ｂ社自身が銘柄を指定し、その

対価を契約に基づき支払うこととしていたが、当該アナリスト・

レポートにはその旨の表示がなされておらず、当該情報提供会社

自身が新規公開株式等の中から、独自に銘柄選定を行って作成し

たものであるかのように掲載されていた。

 

－211－



３．アナリスト・レポート及びこれを作成したアナリストに対する適切

な管理体制を構築させるためのルールの整備

　証券会社に対し、アナリスト・レポートの対象銘柄についてアナリ

スト自身の保有状況をこのアナリスト・レポートに開示させ、その内

容を検証させることや、②における証券会社の行為が法令違反となる

ことを周知することなど、このアナリスト・レポート及びこれを作成

したアナリストに対する適切な管理体制を構築させるための措置を講

じる必要がある。
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２－５　取引審査実施状況

 （単位：件）
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１５年７月
～

１６年６月

１４年７月
～

１５年６月

１３年７月
～

１４年６月

１２年７月
～

１３年６月

１１年７月
～

１２年６月

１０年７月
～

１１年６月
区分

１５４１４７１１２　６２　７８１０４価格形成に関するもの

５００４９５２４９１９０２３６１６５内部者取引に関するもの

　３３４２　３１　１３　１２　　６そ　の　他

６８７６８４３９２２６５３２６２７５合　　　計

３８２４２９２７０１４４２２７１７１（ 委 員 会 ）

３０５２５５１２２１２１　９９１０４（ 財 務 局 等 ）



３　自主規制機関の組織・事務概要及び活動実績

３－１　日本証券業協会の組織及び業務

�　組織

①　日本証券業協会は、有価証券の公正な売買取引と投資者の保

護に資する目的で、証券会社及び外国証券会社並びに登録金融

機関（平成６年４月１日特別会員として加入）により組織され、

証取法の規定に基づいてその設立につき内閣総理大臣の認可を

受けた法人である。

（参考）証券業協会の自主規制機関としての性格をより明確に

し、その機能の強化を図る観点から、公正確保法におい

て証取法が改正され（平成４年７月２０日施行）、これを受

けて、日本証券業協会は、従来の民法上の社団法人から

証取法上の法人に改組されるとともに、外務員の登録事

務を大蔵大臣（現在は金融庁長官）から委任される等の

措置が講じられた。

　また、登録金融機関についても自主規制体制を整備す

るための法改正が行われたことに対応して、日本証券業

協会において特別会員加入に伴う定款の一部改正等の体

制整備が行われ、平成１６年５月３１日現在、証券業務の登

録を受けた金融機関２１５機関が特別会員として加入して

いる。

②　運営機構は、定款の改正等の決議を行う最高意思決定機関で

ある会員総会、重要事項を議決する理事会、理事会の諮問に応

じ意見を述べる各種委員会を中心に構成される（３－３参照）。
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（注）平成１６年７月１日より、自主規制と業界活動のそれぞれの機能を独立

的に運営するガバナンス体制を構築するため、「理事会」の下に「自主

規制会議」及び「証券戦略会議」を設置した新体制へ移行。

�　業務

　主な業務は、以下のとおりである。

①　自主規制ルールの制定、実施

②　協会員の法令、法令に基づく行政官庁の処分、定款・諸規則

又は取引の信義則の遵守状況の調査

③　店頭売買有価証券市場の開設、株式及び公社債店頭市場の管

理

④　証券取引の苦情相談

⑤　証券従業員の教育研修及び資格試験の実施

⑥　協会員の所属外務員に係る登録に関する事務

 

－215－



３－２　日本証券業協会の活動状況

１　監査の実施状況

�　会員 �������������������� （単位：社）

�　特別会員 ����������������� （単位：機関）

（注）「都市銀行等」とは都市銀行、長期信用銀行、信託銀行及び政府系・系統金融

機関、「信用金庫等」とは信用金庫及び信金中央金庫、「その他」とは短資会

社、外国銀行及び証券金融会社等である。
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１５年４月
～

１６年３月

１４年４月
～

１５年３月

１３年４月
～

１４年３月

１２年４月
～

１３年３月

１１年４月
～

１２年３月
区　　　　分

　８１１　７　９１３都 市 銀 行 等

２２２２２０２１２２地 方 銀 行

１８１８１７１７２０第 二 地 銀 協 地 銀

１３１２１３１０１４信 用 金 庫 等

　５　５　５　５　６生 命 保 険 会 社

　５　４　５　６　７損 害 保 険 会 社

　１　３　３　３　４そ の 他

７２７５７０７１８６合　　　　計

１５年４月
～

１６年３月

１４年４月
～

１５年３月

１３年４月
～

１４年３月

１２年４月
～

１３年３月

１１年４月
～

１２年３月
区　　　　分

　９０　８８　８９７０６３国 内 証 券 会 社

　１４　２１　１４２０１７外 国 証 券 会 社

１０４１０９１０３９０８０合　　　　計



２　売買審査の実施状況

（単位：銘柄）

（注）「調査銘柄」とは、一定の調査基準に該当し抽出した銘柄をいい、「審査銘柄」

とは、調査銘柄のうち、更に詳細な審査を要した銘柄をいう。

- 
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１５年４月
～

１６年３月

１４年４月
～

１５年３月

１３年４月
～

１４年３月

１２年４月
～

１３年３月

１１年４月
～

１２年３月
区　　　分

調査銘柄　調査銘柄　調査銘柄　調査銘柄　調査銘柄　

審査銘柄審査銘柄審査銘柄審査銘柄審査銘柄

４，１６２２，６０３２，６２７２，６０８３，４８０価格形成に関

するもの ６１１３１８１７

３，０７１３，１３４２，１３２１，８８６１，８２８内部者取引に

関するもの ４５３０２０２５２９

０７１２１９１９
その他の観点

０７１２１９１９

７，２３３５，７４４４，７７１４，５１３５，３２７
合　　　計

１０６３８３５６２６５



３－３　日本証券業協会機構図
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（～平成１６年６月３０日まで）

※網かけは、監視委員会との
　情報交換窓口



（参考）日本証券業協会主要会議体の機能と構成・事務局組織

①日本証券業協会主要会議体の機能と構成（平成１６年７月１日～） 
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②日本証券業協会　事務局組織（平成１６年７月１日～）

※網かけは、監視委員会との情報交換窓口 
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３－４　証券取引所の組織及び業務

�組織

①　証券取引所（東京、大阪、名古屋、福岡及び札幌の５証券取

引所）は、証取法に基づき、有価証券の売買等を公正・円滑に

行うために必要な市場を開設することを目的として設立された

株式会社あるいは会員制の法人である。

　現在、東京、大阪、名古屋の３取引所が株式会社に組織を変

更している。

②　運営機構は、株式会社の証券取引所にあっては、定款の改正

等の決議を行う最高意思決定機関としての株主総会、重要事項

を決議する取締役会、取締役会の諮問に応じ又は取締役会に対

して意見を述べることができる各委員会により構成されている

　また、会員制の証券取引所にあっては、定款の改正等の決議

を行う最高意思決定機関である会員総会、重要事項を決議する

理事会、理事長の諮問に応じ又は理事長に対して意見を述べる

ことができる委員会を中心に構成されている。（なお、大阪証券

取引所は、平成１６年６月２４日、組織変更を行った。）（３－６、

３－７参照）

�業務

　主な業務は、以下のとおりである。

①　自主規制ルールの制定、実施

②　会員等の法令、法令に基づく行政官庁の処分、定款・諸規則

又は取引の信義則の遵守状況の調査

③　取引所有価証券市場の運営
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④　上場有価証券等の売買等の監理及び決済の管理

⑤　取引所有価証券市場における総売買高等の通知及び公表

⑥　有価証券の上場審査及び上場有価証券の管理、企業内容の開

示

⑦　有価証券市場に関する調査及び諸統計資料の作成
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３－５　証券取引所の活動状況

１　検査（考査）の実施状況

（東京証券取引所） （単位：社）

（注）上記の計数は終了件数。

（大阪証券取引所） （単位：社）

（注）上記の計数は終了件数。
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１５年４月
～

１６年３月

１４年４月
～

１５年３月

１３年４月
～

１４年３月

１２年４月
～

１３年３月

１１年４月
～

１２年３月
区　　　　分

３９３６４１３５２８国内証券会社総 合

取 引

参加者 　７　８　９１０　７外国証券会社

　０　０　０　０　０国債先物等取引参加者

４６４４５０４５３５合　　　　計

１５年４月
～

１６年３月

１４年４月
～

１５年３月

１３年４月
～

１４年３月

１２年４月
～

１３年３月

１１年４月
～

１２年３月
区　　　　分

１１１６１１１５１４国 内 証 券 会 社

　５　１－－－外 国 証 券 会 社

１６１７１１１５１４合　　　　計



２　売買審査の実施状況

（東京証券取引所） （単位：銘柄、件数）

（注）「１１年４月～１２年３月」期より、集計方法を銘柄数から件数に変更している。

（大阪証券取引所） （単位：銘柄）

（注）「調査銘柄」とは、一定の調査基準に該当し抽出した銘柄をいい、「審査銘柄」

とは、調査銘柄のうち、さらに詳細な審査を要した銘柄をいう。
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１５年４月
～

１６年３月

１４年４月
～

１５年３月

１３年４月
～

１４年３月

１２年４月
～

１３年３月

１１年４月
～

１２年３月区　　　分
調査件数　調査件数　調査件数　調査件数　調査銘柄　

審査件数審査件数審査件数審査件数審査銘柄

２，９９４１，４９６１，２５０８６２９１４価格形成に関

するもの ４４７０８６１１６１２６

９，３４４５，０５８４，９４１３，７８８３，１０４内部者取引に

関するもの ２００１８３２４６２９９２８６

１４５６８４０２９９２
その他の観点

１６１２５５１３

１２，４８３６，６２２６，２３１４，６７９４，１１０
合　　　計

２６０２６５３３７４２０４２５

１５年４月
～

１６年３月

１４年４月
～

１５年３月

１３年４月
～

１４年３月

１２年４月
～

１３年３月

１１年４月
～

１２年３月区　　　分
調査銘柄　調査銘柄　調査銘柄　調査銘柄　調査銘柄　

審査銘柄審査銘柄審査銘柄審査銘柄審査銘柄

２，１６４８９６８７４１，１１９１，０９２価格形成に関

するもの １１１３６８４

２，１９６１，７９６１，２１３１，３４２１，５６０内部者取引に

関するもの １０１４８５３

０００００
その他の観点

０００００

４，３６０２，６９２２，０８７２，４６１２，６５２
合　　　計

２１２７１４１３７



３－６　東京証券取引所機構図
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※網かけは、監視委員会との情報交換窓口



３－７　大阪証券取引所機構図

　①～平成１６年６月２３日まで
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※網かけは、監視委員会との情報交換窓口



３－７　大阪証券取引所機構図

　②平成１６年６月２４日～
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※網かけは、監視委員会との情報交換窓口



３－８　金融先物取引業協会の組織及び業務

�　組織

①　金融先物取引業協会は、金融先物取引業の業務の適正かつ円

滑な運営を確保することにより、委託者の保護を図るとともに、

金融先物取引業の健全な発展に資することを目的として、金融

先物取引業者により、平成元年８月に設立された法人である。

（参考）自主規制機関の機能強化を図る観点から、公正確保法

において金先法が改正され（平成４年７月２０日施行）、会

員の金先法令等の遵守状況の調査や会員の金先法令等の

違反に対する処分の業務が規定されるなど、自主規制機

関としての位置付けの明確化が図られた。

②　運営機構は、最高意思決定機関である会員総会、重要事項を

決定する理事会を中心に構成される（３－１０参照）。

�　業務

　主な業務は、以下のとおりである。

①　法令等を遵守させるための指導、勧告

②　委託者の保護を図るための指導、勧告

③　会員の金先法、金先法に基づく命令等、定款その他の規則又

は取引の信義則の遵守状況の調査

④　苦情の相談
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３－９　金融先物取引業協会の活動状況

監査実施状況

（単位：社）

（注）「短資会社等」とは、短資会社及び外国為替仲介業者であり、「その他」とは、

系統金融機関、先物専門会社及び信用金庫である。
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１５年４月
～

１６年３月

１４年４月
～

１５年３月

１３年４月
～

１４年３月

１２年４月
～

１３年３月

１１年４月
～

１２年３月
区　　　　分

　１　２　２　３　５銀 行

１０　９１１　７　９証 券 会 社

　０　０　０　０　１短 資 会 社 等

　１　３　１　５　２そ の 他

１２１４１４１５１７合　　　　計



３－１０　金融先物取引業協会機構図
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※網かけは、監視委員会との
情報交換窓口



３－１１　東京金融先物取引所の組織及び業務

�　組織

①　東京金融先物取引所は、金融先物取引を行うために必要な市

場を開設することを目的として、平成元年４月、金先法に基づ

き会員組織の法人として設立された。平成１６年４月１日、同取

引所は株式会社に組織を変更した。

②　運営機構は、最高意思決定機関である株主総会、重要事項を

決議する取締役会、取締役会の諮問に応じ又は取締役会に意見

を述べることができる諮問委員会を中心に構成される（３－１３

参照）。

�　業務

　主な業務は、以下のとおりである。

①　自主規制ルールの制定、実施

②　取引参加者の金先法令、金先法令に基づく行政官庁の処分、

定款その他の規則若しくはこれらに基づく処分又は取引の信義

則の遵守状況の調査

③　取引所金融先物取引の監理及び付合せ

④　取引所金融先物取引の清算及び決済

⑤　取引所金融先物市場における総取引高等の通知及び公表

⑥　金融先物市場に関する調査及び諸統計資料の作成
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３－１２　東京金融先物取引所の活動状況

考査実施状況

（単位：社）

（注）「その他」とは、系統金融機関、先物専門会社及び信用金庫である。

〔参考〕
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１５年４月
～

１６年３月

１４年４月
～

１５年３月

１３年４月
～

１４年３月

１２年４月
～

１３年３月

１１年４月
～

１２年３月
区　　　　分

　２　５　４　９　８銀 行

　７　５１０　７　５証 券 会 社

　０　０　０　０　２短 資 会 社

　１　０　０　０　１そ の 他

１０１０１４１６１６合　　　　計

６７８６９４１１１１３６
取 引 所 会 員 数

（年　度　末）



３－１３　東京金融先物取引所機構図

－233－

※網かけは、監視委員会との情報交換窓口
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